
 

 

四国電力株式会社伊方発電所第３号機の工事の計画 

（一次系配管取替）の届出についての確認結果 

 

（届出の概要） 

１．届出者及び届出年月日等 

届出者：四国電力株式会社 取締役社長 佐伯 勇人 

届出年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子 

炉等規制法」という。）に基づく届出） 

平成２９年 ２月１日（原子力発第１６３３７号） 

（電気事業法に基づく届出） 

平成２９年 ２月１日（原子力発第１６３３８号） 

  補正年月日等： 

 （原子炉等規制法に基づく届出の一部補正） 

平成２９年 ２月２７日（原子力発第１６３５６号） 

 

２．発電用原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地 

名 称：伊方発電所 

所在地：愛媛県西宇和郡伊方町  

  

３．発電用原子炉施設の出力及び周波数 

出 力：   ２，０２２，０００ｋＷ 

 第１号機：   ５６６，０００ｋＷ 

 第２号機：   ５６６，０００ｋＷ 

 第３号機：   ８９０，０００ｋＷ（今回届出分） 

 周波数：         ６０Ｈｚ 

 

４．届出範囲 

 

  原子炉冷却系統施設（蒸気タービンに係るものを除く。） 

   ４ 一次冷却材の循環設備 

    （６）主要弁 

       ・主要弁 

（７）主配管 

       ・主配管 

 

   ７ 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 

    （７）主配管 

    常設 

        ・主配管 



 

 

   ８ 化学体積制御設備 

    （６）主要弁 

       ・主要弁 

（７）主配管 

       ・主配管 

 

１１ 原子炉冷却系統施設（蒸気タービンを除く。）の基本設計方針、 

適用基準及び適用規格 

（１）基本設計方針 

（２）適用基準及び適用規格 

 

 

 １２ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事項 

（１）品質保証の実施に係る組織 

（２）保安活動の計画 

（３）保安活動の実施 

（４）保安活動の評価 

（５）保安活動の改善 

 

計測制御系統施設（発電用原子炉の運転を管理するための制御装置に係る

ものを除く。）※ 

 ４ ほう酸注入機能を有する設備に係る次の事項 

 （５）主配管 

     常設 

      ・主配管 

 

 １０ 計測制御系統施設（発電用原子炉の運転を管理するための制御装

置を除く。）の基本設計方針、適用基準及び適用規格 

（１）基本設計方針 

（２）適用基準及び適用規格 

 

  １１ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事項 

（１）品質保証の実施に係る組織 

（２）保安活動の計画 

（３）保安活動の実施 

（４）保安活動の評価 

（５）保安活動の改善 

 

※原子炉冷却系統施設である一次冷却材の循環設備、非常用炉心冷却設備その

他原子炉注水設備及び化学体積制御備の配管においては、計測制御系統施設

のほう酸注入機能を有する設備として兼用しており、重大事故等時に計測制

御系統施設の流路として使用することから届出されている。 

 



 

５．工事の種類・内容 

種類：発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事 

内容：原子炉冷却系統施設及び計測制御系統施設の修理であって、一次冷却材

の循環設備の性能又は強度に影響を及ぼすもの（一次冷却材の循環設

備、非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備、化学体積制御設備及び

ほう酸注入機能を有する設備に係るものの取替え） 

 

６．届出理由 

原子炉冷却系統施設配管においては、硬化層を有する曲げ管を使用している

部位があるため、予防保全の観点から、硬化層が形成されない配管及び弁への

取替工事を行う。 

別途、本届出に関連して、一次冷却材の循環設備、非常用炉心冷却設備その

他原子炉注水設備、化学体積制御設備及びほう酸注入機能を有する設備の改造

に係る工事計画認可申請書（平成２９年２月１日（原子力発第１６３３５号））

が申請されている。 

 

（確認概要） 

１．確認内容 

今回の届出に係る工事計画、発電用原子炉の設置の許可との整合性に関す

る説明書、設備別記載事項の設定根拠に関する説明書、クラス１機器の応力腐

食割れ対策に関する説明書、安全設備及び重大事故等対処設備が使用される

条件の下における健全性に関する説明書、耐震性に関する説明書、強度に関す

る説明書、流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書、設計及び

工事に係る品質管理の方法等に関する説明書及び添付図面に加え、添付資料

のとおり四国電力から追加で提出のあった内容も併せて確認した。 

確認した結果、以下のとおり「原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第１

号に規定する発電用原子炉の設置変更の許可を受けたところによるものであ

ること、同項第２号に規定する「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則」（平成２５年原子力規制委員会規則第６号。以下「技術基準

規則」という。）に適合するものであること、同項第３号に規定する「実用発

電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の方法

及びその検査のための組織の技術基準に関する規則」（平成２５年原子力規制

委員会規則第８号。以下「品質管理基準規則」という。）に適合するものであ

ることを確認した。 

 

・許可との整合性については、本申請に係る内容が、一次冷却材の循環設備、

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備、化学体積制御設備及びほう酸注

入機能を有する設備の取替えであり、平成２８年３月２３日付け原規規発第

1603231 号で認可した工事計画における機器等の仕様及び基本設計方針を変

更するものではないことから、許可との整合性に影響を与えるものではな

い。 

・一次冷却材の循環設備、非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備、化学体

積制御設備及びほう酸注入機能を有する設備（以下、当該設備）について、

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会）」等に基づき、



 

当該設備の耐震重要度分類に応じた耐震設計が適切になされており技術基

準規則第５条(地震による損傷の防止)及び同規則第５０条（地震による損傷

の防止）の規定に適合する。 

・当該設備について、「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-

2001）、（JSME S NC1-2005）及び（JSME S NC1-2005/2007）（社団法人日

本機械学会）」及び「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮（NC-CC-002）」

に基づき、当該設備の区分（クラス１機器及び重大事故等クラス２機器）に

応じて適切な材料を使用することとし、強度計算が適切になされているこ

と、また、応力腐食割れ対策がなされていることから、技術基準規則第１７

条（材料及び構造）、同規則第２７条（原子炉冷却材圧力バウンダリ）及び

同規則第５５条（材料及び構造）の規定に適合する。 

・当該設備について、設計基準事故時及び重大事故等時並びに当該事故に至る

までの間に想定される全ての環境条件において、その機能が発揮できる設計

としているとともに、その健全性及び能力を確認するため、必要な箇所の保

守点検ができる設計とし、また、他の設備に悪影響を与えない設計としてい

ること等から、技術基準規則第１４条（安全設備）、同規則第１５条（設計

基準対象施設の機能）第２項及び同規則第５４条（重大事故等対処設備）第

１項、第２項第２号及び３号の規定に適合する。 

・一次冷却材の循環設備、非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び化学

体積制御設備について、「配管内円柱状構造物の流体振動評価指針 JSME S 

012-1998（社団法人日本機械学会）」、「配管の高サイクル熱疲労に関する

評価指針 JSME S 017-2003（社団法人日本機械学会）」及び「発電用原子力

設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2005/2007（社団法人日本機械学会）」

に従い、流力振動又は温度変動による損傷が懸念される部位がないことが評

価されており、技術基準規則第１９条（流体振動等による損傷の防止）の規

定に適合する。 

・一次冷却材の循環設備、非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び化学

体積制御設備について、技術基準規則第５４条の要求を満足するとともに、

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却する機能を有す

ることから、同規則第６２条（原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用

原子炉を冷却するための設備）の規定に適合する。 

・ほう酸注入機能を有する設備について、技術基準規則第５４条の要求を満足

するとともに、緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための機能を

有することから、同規則第５９条（緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界

にするための設備）の規定に適合する。 

・非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備及び化学体積制御設備について、

取替後においても原子炉冷却材の流出を制限させる機能を有することから、

技術基準規則第２８条（原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離装置等）第１項

の規定に適合する。 

・一次冷却材の循環設備及び化学体積制御設備について、取替後においても一

次冷却材を循環させる機能、通常運転時又は一次冷却材の小規模漏えい時に

発生した一次冷却材の減少分を自動的に補給する機能及び一次冷却材中の

不純物及び放射性物質の濃度を発電用原子炉施設の運転に支障を及ぼさな

い値以下に保つ機能を有することから、技術基準規則第３３条（循環設備等）



 

第１項第１号、３号及び４号の規定に適合する。 

・設計及び工事に係る品質管理の方法等については、品質保証の実施に係る組

織、保安活動の計画、保安活動の実施、保安活動の評価及び保安活動の改善

に係る事項について、安全文化を醸成するための活動、不適合の報告及び処

理、業務プロセス、設計管理のグレード分け等を含めて品質保証計画として

定められている。なお、新規制基準適合のための工事計画で確認した「設計

及び工事に係る品質管理の方法等」から一部組織・体制を変更することとし

ているが、変更後においても、権限及び責任が認められ、しかるべき部門及

び階層で品質目標を設定することとしており、品質管理監督システムの実効

性が維持されていることを確認した。以上のことから、品質管理基準規則に

適合する。 

 

２．処理意見 

本工事計画は、原子炉等規制法第４３条の３の９第３項の規定に適合し

ているものと認められる。 

なお、原子力規制委員会で確認すべき電気事業法第４８条第３項第１号の原

子力安全に係る基準（原子炉等規制法第４３条の３の１４の技術上の基準に該

当する部分）に対して、電気事業法第１１２条の３第２項の規定により、適合

しているものとみなされる。 

 

  



 

 

（別記） 

四国電力から追加で確認した内容 

 

年月日 概要 備考 

平成２９年２月２０日 工事計画の記載事項等の

内容について、ヒアリン

グで事実関係を確認 

・伊方発電所第３号機一

次系配管取替に係る工

事概要説明資料  

平成２９年２月２８日 平成２９年２月２０日の

ヒアリングを踏まえ、修

正した資料をもって、ヒ

アリングで事実関係を確

認 

 

・伊方発電所第３号機一

次系配管取替え工事に

係る工事計画届出書の

説明資料 

（平成２９年２月２０日

付け資料の修正版）  

別記１ 

 



平成 29年 2月 28日 
四国電力株式会社 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

伊方発電所第３号機１次系配管取替え工事 
 

に係る工事計画届出書の説明資料 
 

 

YAMAGUCHI007
別記１



－1－ 

１．概要 

本資料は、１次系配管取替え工事に係る工事計画届出について、「実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」の要求に関する整理、工事計画届出

書に添付する書類に係る整理及び品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証

計画との対比による整理を示したものである。 

 

 

２．実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の要求に関する整理 

１次系配管取替え工事に係る工事計画届出における「実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規則」の要求についての検討結果を表１に示す。 

 

 

３．工計画届出書に添付する書類 

工事計画届出書に添付する書類は、「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則別表第２」にて要求されている。 

１次系配管取替え工事に係る工事計画届出書における添付書類の要否の検討結果

を表２に示す。 

 

 

４．品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 

 「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の

方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規則」と「１次系配管取替え工事

に係る工事計画届出書の品質保証計画」との対比表を表３に示す。 

 

 

 

 

 

以  上 

 



適用条文
工事の内
容に関係
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対象条文
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もの
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適用条文
工事の内容
に関係ある

もの
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対象条文
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なもの

審査
対象条文

3
特殊な設計による発
電用原子炉施設

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、技術基準規則の規定に基づき施設する
ため、本条文は適用対象外。

4
設計基準対象施設の
地盤

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の1次系配管・弁は、間接支持構造物である原子炉建屋を介し
て地盤に接地している。したがって、同設備の地盤の評価は、原子炉建屋
の地盤の評価に包含されることから、今回の工事により評価結果に影響を
与えるものではない。

5
地震による損傷の防
止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、耐震重要度分類Ｓクラス機器に該当す
る。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、基準地震動に対してその
安全性が損なわれるおそれがないことを確認する。

耐震性に関する説明書

6
津波による損傷の防
止

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、安全重要度分類クラス1機器・クラス2
機器であり、防護対象設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、設置場所の変更や津波防護施設等
の変更は行わないため、新規制工事計画にて適合性が確認された防護設計
に影響を与えるものではない。

7
外部からの衝撃によ
る損傷の防止

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、安全重要度分類クラス1機器・クラス2
機器であり、防護対象設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、設置場所の変更や外部からの衝撃
に対する防護措置等の変更は行わないため、新規制工事計画にて適合性が
確認された防護設計に影響を与えるものではない。

8 立ち入りの防止 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、人の侵入を防止するための設備等に該
当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

9
発電用原子炉施設へ
の人の不法な侵入等
の防止

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、不法な侵入等を防止するための設備等
に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

10
急傾斜地の崩壊の防
止

× × × × × × × × ×
伊方発電所において急傾斜地崩壊危険区域に指定された箇所はないため、
本条文は適用対象外。

11
火災による損傷の防
止

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、安全重要度分類クラス1機器・クラス2
機器であり、防護対象設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、既設と同様に不燃材料を使用する
こととしており、設置場所の変更や火災防護設備等の変更も行わないた
め、新規制工事計画にて適合性が確認された防護設計に影響を与えるもの
ではない。
また、今回工事対象の１次系配管・弁は、水素の供給設備その他の水素が
内部に存在する可能性がある設備等ではない。

12
発電用原子炉施設内
における溢水等によ
る損傷の防止

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、安全重要度分類クラス1機器であり、防
護対象設備に該当する。
当該設備は原子炉格納容器内に設置されており、原子炉格納容器内で想定
される溢水であるLOCA及び主蒸気・主給水管破断時の原子炉格納容器内の
状態を考慮しても、安全機能を損なわない仕様としていることから、溢水
の発生により安全性を損なうおそれはない。
今回の工事は既設設備の取替えであり、設置場所の変更や耐環境性に係る
仕様変更は行わないため、新規制工事計画にて適合性が確認された防護設
計に影響を与えるものではない。

13 安全避難通路等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、安全避難通路等に該当する設備ではな
いため、本条文は適用対象外。

14 安全設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、安全設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、通常運転時、運転時の異常な過渡変化及び事故時におい
て、その求められる機能を発揮することができる設計であることを確認す
る。

安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下
における健全性に関する説明書

15
設計基準対象施設の
機能

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、設計基準対象施設に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、必要な保守及び点検が可能な構造とすることを確認す
る。系統仕様および配管仕様に変更なく、同じ設置場所での取替であるこ
とから、今回の工事により配管損壊に伴う防護設計に影響を与えるもので
はない。

安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
原子炉冷却系統施設の構造図（主要弁）
原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面
原子炉冷却系統施設の系統図

16
全交流動力電源喪失
対策設備

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、蓄電池その他の設計基準事故に対処す
るための電源設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

17 材料及び構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、クラス１機器・クラス２機器に該当す
る。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、クラス１機器・クラス２機器の基準を満足することを確
認する。

クラス１機器及び炉心支持構造物の応力腐食割れ対策
に関する説明書
強度に関する説明書

18
使用中の亀裂等によ
る破壊の防止

○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、クラス１機器・クラス２機器に該当す
ることから、本条文に基づき検査等を実施するが、本条文は使用中の運用
要求であり、設計段階において確認する条文ではないことから、適用対象
外。

19
流体振動等による損
傷防止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、一次冷却系統に係る管及び弁に該当す
る。今回の工事は既設設備の取替えであることから、流体振動又は温度差
のある流体の混合等により生ずる温度変動により損傷を受けないことを確
認する。

流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明
書

20 安全弁等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、安全弁等に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

21 耐圧試験等 ○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、クラス１機器・クラス２機器に該当す
ることから、本条文に基づき耐圧試験等を実施するが、本条文は使用前検
査にて確認する耐圧試験等の要求であり、設計段階において確認する条文
ではないことから、適用対象外。

22 監視試験片 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、監視試験片に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

審査対象
条文

（全体）
理由

表１　伊方発電所第3号機　１次系配管取替え工事に係る工事計画届出の審査対象条文および添付書類整理表（１／３）

⑥

原子炉冷却系統施設
（非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ＳＡ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

添付書類

抽出ライン

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ，ＳＡ兼用））

計測制御系統施設
（ほう酸注入機能を有する設備（ＳＡ））

充てんライン

①,② ③,④ ⑤ ⑦

技術基準

加圧器スプレイライン

○：審査対象条文

×：審査対象外条文
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適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内容
に関係ある

もの

新規に評価が
必要なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内容
に関係ある

もの

新規に評価が
必要なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

23 炉心等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、炉心等に該当する設備ではないため、
本条文は適用対象外。

24 熱遮蔽材 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、熱遮蔽材に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

25 一次冷却材 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、一次冷却材に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

26
燃料取扱設備及び燃
料貯蔵設備

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、燃料取扱設備及び燃料貯蔵設備に該当
する設備ではないため、本条文は適用対象外。

27
原子炉冷却材圧力バ
ウンダリ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉冷却材圧力バウンダリに該当す
る。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、一次冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊その他の異
常に伴う衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加その他の原子炉冷却
材圧力バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えることを確認する。
評価については、クラス１機器として本条文の要求も踏まえて17条(材料及
び構造)で確認する。

28
原子炉冷却材圧力バ
ウンダリの隔離装置
等

×  × ×  × ×  × ○ ○ ×  ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離装
置等に該当するため対象とする。
本条文の要求も踏まえ、設計基準対象施設としての要求事項を満足してい
ることを14条(安全設備)、15条(設計基準対象施設の機能)で確認する。

原子炉冷却系統施設の構造図（主要弁）
原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面
原子炉冷却系統施設の系統図

29 一次冷却材処理装置 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、一次冷却材処理装置に該当する設備で
はないため、本条文は適用対象外。

30 逆止め弁 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、放射性物質を含む一次冷却材を内包す
る容器若しくは管又は放射性廃棄物を処理する設備へ放射性物質を含まな
い流体を導く管に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

31 蒸気タービン × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、蒸気タービンに該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

32 非常用炉心冷却設備 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、非常用炉心冷却設備(DB)に該当する設
備ではないため、本条文は適用対象外。

33 循環設備等 ○ ○ ×  ○ ○ ○ ×  ○ ○ ○ ×  ○ ○ ○ ×  ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、一次冷却材を循環させる設備に該当す
るため対象とする。
本条文の要求も踏まえ、設計基準対象施設としての要求事項を満足してい
ることを14条(安全設備)、15条(設計基準対象施設の機能)で確認する。

原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面
原子炉冷却系統施設の系統図

34 計測装置 × × × × × － × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、計測装置に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

35 安全保護装置 × × × × × － × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、安全保護装置に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

36
反応度制御系統及び
原子炉停止系統

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、反応度制御系統及び原子炉停止系統に
該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

37 制御材駆動装置 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、制御棒駆動装置に該当する設備ではな
いため、本条文は適用対象外。

38 原子炉制御室等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉制御室等に該当する設備ではな
いため、本条文は適用対象外。

39 廃棄物処理設備等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、廃棄物処理設備等に該当する設備では
ないため、本条文は適用対象外。

40 廃棄物貯蔵設備等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、廃棄物貯蔵設備等に該当する設備では
ないため、本条文は適用対象外。

41
放射性物質による汚
染の防止

× × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、放射性物質により汚染されるおそれが
ある部分であって、人が触れるおそれがある部分に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

42 生体遮蔽等 ○ × × ○ × × ○ × × ○ × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、設計基準対象施設に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、設置場所の変更や生体遮蔽等の変
更は行わないため、今回の工事による影響はない。

43 換気設備 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、換気設備に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

44 原子炉格納施設 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉格納施設に該当する設備ではな
いため、本条文は適用対象外。

45 保安電源設備 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、保安電源設備に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

46 緊急時対策所 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、緊急時対策所に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

47 警報装置等 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、警報装置等に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

48 準用 × × × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、補助ボイラーに該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

49
重大事故等対処施設
の地盤

○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の1次系配管・弁は、間接支持構造物である原子炉建屋を介し
て地盤に接地している。したがって、同設備の地盤の評価は、原子炉建屋
の地盤の評価に包含されることから、今回の工事により評価結果に影響を
与えるものではない。

50
地震による損傷の防
止

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◯ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、常設耐震重要重大事故等対処設備及び
常設重大事故緩和設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、基準地震動による地震力に対して重大事故に至るおそれ
がある事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことを
確認する。

耐震性に関する説明書

51
津波による損傷の防
止

○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等対処施設であり、防護対象
設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、設置場所の変更や津波防護施設等
の変更は行わないため、新規制工事計画にて適合性が確認された防護設計
に影響を与えるものではない。

表１　伊方発電所第3号機　１次系配管取替え工事に係る工事計画届出の審査対象条文および添付書類整理表（２／３）

技術基準

加圧器スプレイライン 抽出ライン 充てんライン

審査対象
条文

（全体）
理由 添付書類

①,② ③,④ ⑤ ⑥ ⑦

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ，ＳＡ兼用））

原子炉冷却系統施設
（非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ＳＡ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

計測制御系統施設
（ほう酸注入機能を有する設備（ＳＡ））

○：審査対象条文

×：審査対象外条文
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適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内容
に関係ある

もの

新規に評価が
必要なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内容
に関係ある

もの

新規に評価が
必要なもの

審査
対象条文

適用条文
工事の内
容に関係
あるもの

新規に評
価が必要
なもの

審査
対象条文

52
火災による損傷の防
止

○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等対処施設であり、防護対象
設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであり、既設と同様に不燃材料を使用する
こととしており、設置場所の変更や火災防護設備等の変更も行わないた
め、新規制工事計画にて適合性が確認された防護設計に影響を与えるもの
ではない。
また、今回工事対象の１次系配管・弁は、水素の供給設備その他の水素が
内部に存在する可能性がある設備等ではない。

53
特定重大事故等対処
施設

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、特定重大事故等対処施設に該当する設
備ではないため、本条文は適用対象外。

54 重大事故等対処設備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◯ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、常設重大事故等対処設備に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、想定される重大事故等が発生した場合における温度、放
射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対処するために必要
な機能を有効に発揮すること等を確認する。

安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の
下における健全性に関する説明書
原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面
原子炉冷却系統施設の系統図
計測制御系統施設に係る機器の配置を明示した図面
計測制御系統施設の系統図

55 材料及び構造 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◯ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等クラス２機器に該当する。
今回の工事は既設設備の取替えであることから、新たに設置する１次系配
管・弁について、重大事故等クラス２機器の基準を満足することを確認す
る。

強度に関する説明書

56
使用中の亀裂等によ
る破壊の防止

○ × × ○ × × ○ × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等クラス２機器に該当するこ
とから、本条文に基づき検査等を実施するが、本条文は使用中の運用要求
であり、設計段階において確認する条文ではないことから、適用対象外。

57 安全弁等 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、安全弁等に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

58 耐圧試験等 ○ × × ○ × × ○ × × ×

今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等クラス２機器に該当するこ
とから、本条文に基づき耐圧試験等を実施するが、本条文は使用前検査に
て確認する耐圧試験等の要求であり、設計段階において確認する条文では
ないことから、適用対象外。

59
緊急停止失敗時に発
電用原子炉を未臨界
にするための設備

× × × × ○ ○ × ○ ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨
界にするための設備（流路）に該当するため対象とする。
本条文の要求も踏まえ、重大事故等対処設備としての要求事項を満足して
いることを54条(重大事故等対処設備)で確認する。

計測制御系統施設に係る機器の配置を明示した図面
計測制御系統施設の系統図

60

原子炉冷却材圧力バ
ウンダリ高圧時に発
電用原子炉を冷却す
るための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に
発電用原子炉を冷却するための設備に該当する設備ではないため、本条文
は適用対象外。

61
原子炉冷却材圧力バ
ウンダリを減圧する
ための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す
るための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

62

原子炉冷却材圧力バ
ウンダリ低圧時に発
電用原子炉を冷却す
るための設備

○ ○ × ○ ○ ○ × ○ × × ○

今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に
発電用原子炉を冷却するための設備（流路）に該当するため対象とする。
本条文の要求も踏まえ、重大事故等対処設備としての要求事項を満足して
いることを54条(重大事故等対処設備)で確認する。

原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面
原子炉冷却系統施設の系統図

63
最終ヒートシンクへ
熱を輸送するための
設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、最終ヒートシンクへ熱を輸送するため
の設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

64
原子炉格納容器内の
冷却等のための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉格納容器内の冷却等のための設
備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

65
原子炉格納容器の過
圧破損を防止するた
めの設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉格納容器の過圧破損を防止する
ための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

66
原子炉格納容器下部
の溶融炉心を冷却す
るための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却
するための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

67
水素爆発による原子
炉格納容器の破損を
防止するための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、水素爆発による原子炉格納容器の破損
を防止するための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象
外。

68
水素爆発による原子
炉建屋等の損傷を防
止するための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、水素爆発による原子炉建屋等の損傷を
防止するための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

69
使用済燃料貯蔵槽の
冷却等のための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設
備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

70
工場等外への放射性
物質の拡散を抑制す
るための設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、工場等外への放射性物質の拡散を抑制
するための設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

71
重大事故等の収束に
必要となる水の供給
設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、重大事故等の収束に必要となる水の供
給設備に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

72 電源設備 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、電源設備に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

73 計装設備 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、計装設備に該当する設備ではないた
め、本条文は適用対象外。

74 原子炉制御室 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、原子炉制御室に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

75 監視測定設備 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、監視測定設備に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

76 緊急時対策所 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、緊急時対策所に該当する設備ではない
ため、本条文は適用対象外。

77
通信連絡を行うため
に必要な設備

× × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、通信連絡を行うために必要な設備に該
当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

78 準用 × × × × × × ×
今回工事対象の１次系配管・弁は、ガスタービン、内燃機関又は電気設備
に該当する設備ではないため、本条文は適用対象外。

表１　伊方発電所第3号機　１次系配管取替え工事に係る工事計画届出の審査対象条文および添付書類整理表（３／３）

技術基準

加圧器スプレイライン 抽出ライン 充てんライン

審査対象
条文

（全体）
理由 添付書類

①,② ③,④ ⑤ ⑥ ⑦

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

原子炉冷却系統施設
（一次冷却材の循環設備（ＤＢ，ＳＡ兼用））

原子炉冷却系統施設
（非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備（ＳＡ））

（化学体積制御設備（ＤＢ））

計測制御系統施設
（ほう酸注入機能を有する設備（ＳＡ））

○：審査対象条文

×：審査対象外条文
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再稼働
工認

送電関係一覧図 ○ × 対象外

急傾斜地崩壊危険区域内において行う制限工事に係る場合は、当該区域内の急傾斜地（急傾斜地の崩壊による災害の防止に
関する法律第二条第一項に規定するものをいう。以下同じ。）の崩壊の防止措置に関する説明書

× × 対象外

工場又は事業所の概要を明示した地形図 ○ × 対象外

主要設備の配置の状況を明示した平面図及び断面図 ○ ×
今回の申請において変更を伴わ
ない

単線結線図（接地線（計器用変成器を除く。）については電線の種類、太さ及び接地の種類も併せて記載すること。） ○ × 対象外

新技術の内容を十分に説明した書類 × × 対象外

発電用原子炉施設の熱精算図 × × 対象外

熱出力計算書 × × 対象外

発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 ○ ○
設置許可申請書に影響しないこ
とを示す

排気中及び排水中の放射性物質の濃度に関する説明書 × × 対象外

人が常時勤務し、又は頻繁に出入する工場又は事業所内の場所における線量に関する説明書 × × 対象外

発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明 ○ ×
今回の申請において変更を伴わ
ない

放射性物質により汚染するおそれがある管理区域（第二条第二項第四号に規定する管理区域のうち、その場所における外部
放射線に係る線量のみが同号の規定に基づき告示する線量を超えるおそれがある場所を除いた場所をいう。）並びにその地
下に施設する排水路並びに当該排水路に施設する排水監視設備及び放射性物質を含む排水を安全に処理する設備の配置の概
要を明示した図面

× × 対象外

取水口及び放水口に関する説明書 ○ × 対象外

設備別記載事項のうち、容量又は注入速度、最高使用圧力、最高使用温度、個数、再結合効率、加熱面積、伝熱面積、揚程
又は吐出圧力、原動機の出力、外径、閉止時間、漏えい率、制限流量、落下速度、駆動速度及び挿入時間、効率、吹出圧
力、慣性定数、回転速度半減時間、慣性モーメント、設定破裂圧力並びに設計温度の設定根拠に関する説明書

○ ○
要目表記載事項の設定根拠を示
す

環境測定装置（放射線管理用計測装置に係るものを除く。）の構造図及び取付箇所を明示した図面 ○ × 対象外

クラス１機器（技術基準規則第二条第二項第三十三号ロに規定するクラス１機器をいう。）及び炉心支持構造物の応力腐食
割れ対策に関する説明書（クラス１機器にあっては、支持構造物を含めて記載すること。）

○ ○
取替範囲の応力腐食割れ対策を
示す【17条】

安全設備（技術基準規則第二条第二項第九号に規定する安全設備をいう。）及び重大事故等対処設備（設置許可基準規則第
二条第二項第十四号に規定する重大事故等対処設備をいう。）が使用される条件の下における健全性に関する説明書

○ ○
取替範囲が使用される条件下に
おいて健全性を有することを示
す【14,15,54条】

発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書 ○ ×
今回の申請において変更を伴わ
ない

発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書 ○ ×
今回の申請において変更を伴わ
ない

発電用原子炉施設の蒸気タービン、ポンプ等の損壊に伴う飛散物による損傷防護に関する説明書 ○ ×
今回の申請において変更を伴わ
ない

通信連絡設備に関する説明書及び取付箇所を明示した図面 ○ × 対象外

安全避難通路に関する説明書及び安全避難通路を明示した図面 ○ × 対象外

非常用照明に関する説明書及び取付箇所を明示した図面 ○ × 対象外

原子炉冷却系統施設に係る機器の配置を明示した図面及び系統図
※１ ○ ○

取替範囲を示す
【15,28,33,54,62条】

蒸気タービンの給水処理系統図 × × 対象外

耐震性に関する説明書（支持構造物を含めて記載すること。） ○ ○
取替範囲が十分な耐震性を有し
ていることを示す
【5,50条】

強度に関する説明書（支持構造物を含めて記載すること。） ○ ○
取替範囲が十分な強度を有して
いることを示す【17,55条】

構造図
※２ ○ ○

取り替える機器の構造を示す
【15,28条】

原子炉格納容器内の原子炉冷却材又は一次冷却材の漏えいを監視する装置の構成に関する説明書、検出器の取付箇所を明示
した図面並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書

○ × 対象外

蒸気発生器及び蒸気タービンの基礎に関する説明書及びその基礎の状況を明示した図面 ○ × 対象外

流体振動又は温度変動による損傷の防止に関する説明書 ○ ○
取替範囲の流体振動又は温度変
動による損傷防止対策を示す
【19条】

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備のポンプの有効吸込水頭に関する説明書 ○ × 対象外

蒸気タービンの制御方法に関する説明書 × × 対象外

蒸気タービンの振動管理に関する説明書 × × 対象外

蒸気タービンの冷却水の種類及び冷却水として海水を使用しない場合は、可能取水量を記載した書類 × × 対象外

安全弁及び逃がし弁の吹出量計算書（バネ式のものに限る。） ○ × 対象外

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書 ○ ○ 現時点の品質管理を示す

計測制御系統施設に係る機器（計測装置を除く。）の配置を明示した図面及び系統図
※１ ○ ○

兼用設備(充てんライン)の取替
範囲を示す【54,59条】

制御能力についての計算書（最大反応度価値、反応度制御能力、停止余裕、負の反応度添加率、ほう酸及びほう酸水の貯蔵
量並びにほう素濃度の根拠に関する説明を併記すること。）

× × 対象外

耐震性に関する説明書（支持構造物を含めて記載すること。） ○ ○
兼用設備(充てんライン)
【50条】

強度に関する説明書（支持構造物を含めて記載すること。） ○ ○
兼用設備(充てんライン)
【55条】

構造図
※２ ○ × 対象外

計測装置の構成に関する説明書、計測制御系統図及び検出器の取付箇所を明示した図面並びに計測範囲及び警報動作範囲に
関する説明書

○ × 対象外

原子炉非常停止信号の作動回路の説明図及び設定値の根拠に関する説明書 ○ × 対象外

工学的安全施設等の起動（作動）信号の起動（作動）回路の説明図及び設定値の根拠に関する説明書 ○ × 対象外

デジタル制御方式を使用する安全保護系等の適用に関する説明書 × × 対象外

発電用原子炉の運転を管理するための制御装置に係る制御方法に関する説明書 ○ × 対象外

中央制御室の機能に関する説明書、中央制御室外の原子炉停止機能及び監視機能並びに緊急時制御室の機能に関する説明書 ○ × 対象外

安全弁の吹出量計算書（バネ式のものに限る。） ○ × 対象外

設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書 ○ ○ 兼用設備(充てんライン)

※１：系統図上に示されていない機器の系統図は添付しない。
※２：兼用設備の構造図は添付しない

表２　伊方発電所第３号機１次系配管取替え工事に係る工事計画届出書の添付書類
実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則の別表第二「添付書類（認可の申請又は届出に係る工事の内容に関係あるものに限る。）」との対応表

－
5
－

各発電用原子炉施設
に共通

計測制御系統施設

別表第二 添付書類 配管取替えに係る届出

原子炉冷却系統施設

･加圧器スプレイ

ライン

･抽出ライン

･充てんライン

･充てんライン

･加圧器スプレイ

ライン

･抽出ライン

･充てんライン

○：添付有り

×：添付無し



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
第一章 総則 

 

（適用範囲） 

第一条 この規則は、実用発電用原子炉及びそ

の附属施設について適用する。 

 

（定義） 

第二条  この規則において使用する用語は、核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律において使用する用語の例による。 

２  この規則において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

一  「品質管理監督システム」とは、発電用原

子炉設置者が品質に関して保安活動を実施

する部門（以下「部門」という。）の管理監

督を行うための仕組み（安全文化を醸成する

ための活動を行う仕組みを含む。）をいう。 

二  「資源」とは、個人の有する知識及び技能

並びに技術、設備その他の個別業務（保安活

動を構成する個別の業務をいう。以下同じ。）

に活用される資源をいう。 

三 「品質方針」とは、品質保証の実施のため

に経営責任者が定め、表明する基本的な方針

をいう。 

四 「照査」とは、設定された目標を達成する

上での妥当性及び有効性を判定することを

いう。 

五 「プロセス入力情報」とは、あるプロセス

（工業標準化法（昭和二十四年法律第百八十

五号）に基づく日本工業規格Ｑ九○○○のプ

ロセスをいう。以下同じ。）を実施するに当

たって提供される、品質管理のために必要な

情報等をいう。 

六 「プロセス出力情報」とは、あるプロセス

を実施した結果得られる情報等をいう。 

七 「妥当性確認」とは、発電用原子炉施設並

びに手順、プロセスその他の個別業務及び品

質管理の方法が期待される結果を与えるこ

とを検証することをいう。 

 

 第２章 品質保証 

（品質保証計画） 

第３条 

第２条に係る保安活動のための品質保証活動

を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計

画を定める。 

12 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関

する次の事項 

(1) 品質保証の実施に係る組織 

(2) 保安活動の計画 

(3) 保安活動の実施 

(4) 保安活動の評価 

 (5) 保安活動の改善 

 

12(1) ～ 12(5) について次に示す。 

 

当社は、「原子力発電所における安全のための品質

保証規程(JEAC4111-2009)」(以下「JEAC4111」とい

う。)及び「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設

置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその

検査のための組織の技術基準に関する規則」を踏ま

えた品質マネジメントシステムを確立し、実施し、

評価確認し、継続的に改善しており、以下に、伊方

発電所第３号機の本申請に係る品質保証計画につい

て説明する。 

また、当社の品質保証の実施に係る組織及びその

職務を別紙に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工事計画届出書（以下「本申

請書」という。）に関するＱ

ＭＳとして、JEAC4111-2009 に

加えて品証技術基準規則（以

下「規則」という。）を反映

した。保安規定については、

「1.目的」に同内容を記載し

ている。 

 

 

【品質保証計画】 

1.目的 

本品質保証計画は，発電所の安全を達成・維持・

向上させるため，「原子力発電所における安   

全のための品質保証規程(JEAC4111-2009)」（以下

「JEAC4111」という。）に従った品質マネジメント

システムに，実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の設計及び工事に係る品質管理の方法及

びその検査のための組織の技術基準に関する規則

を踏まえた，第４条（保安に関する組織）に定め

る組織（以下「組織」という。）における保安活動

に係る品質マネジメントシステム（以下「品質マ

ネジメントシステム」という。）を確立し，実施し，

評価確認し，継続的に改善することを目的とする。  

 

 

【品質保証計画】 

1.目的 

本品質保証計画は、伊方発電所の安全を達成・維

持・向上させるため、発電所における保安活動に

係る品質マネジメントシステムを確立し、実施し、

評価確認し、継続的に改善することを目的とする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保安規定特有の記載であるた

め、本申請書には記載してい

ない。（なお、組織および職

務に関する内容は上記に記

載） 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
  2.適用範囲 

本品質保証計画は，組織の保安活動に適用する。 

 

 

3.定義 

 本品質保証計画における用語の定義は，以下を

除き JEAC4111 に従う。 

(1) 原子炉施設 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則の対象となる発電用原子炉施設のことをい

う。 

(2) 原子力施設情報公開ライブラリー 

   原子力施設の事故または故障等の情報なら

びに信頼性に関する情報を共有し活用するこ

とにより，事故および故障等の未然防止を図

ることを目的として，一般社団法人 原子力

安全推進協会が運営するデータベースのこと

をいう。（以下「ニューシア」という。） 

(3) ＰＷＲ事業者連絡会 

   国内ＰＷＲ（加圧水型軽水炉）プラントの安

全安定運転のために，ＰＷＲプラントを所有

する国内電力会社と国内ＰＷＲプラントメー

カの間で必要な技術検討の実施ならびに技術

情報を共有するための連絡会のことをいう。

（以下，本条および第 119 条において同じ。） 

2.適用範囲 

本品質保証計画は、伊方発電所第 3号機の設計及

び工事に係る保安活動に適用する。 

 

3.定義 

 本品質保証計画における用語の定義は、以下を

除き JEAC4111 に従う。 

(1) 原子炉施設 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則の対象となる発電用原子炉施設のことをい

う。 

(2) 原子力施設情報公開ライブラリー 

原子力施設の事故又は故障等の情報並びに

信頼性に関する情報を共有し活用することに

より、事故及び故障等の未然防止を図ること

を目的として、一般社団法人 原子力安全推

進協会が運営するデータベースのことをい

う。(以下「ニューシア」という。) 

(3) ＰＷＲ事業者連絡会 

国内ＰＷＲ(加圧水型軽水炉)プラントの安

全安定運転のために、ＰＷＲプラントを所有

する国内電力会社と国内ＰＷＲプラントメー

カの間で必要な技術検討の実施並びに技術情

報を共有するための連絡会のことをいう。 

 

・本申請書に係る適用範囲を明

確にした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保安規定特有の記載であるた

め、本申請書には記載してい

ない。 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
第二章 品質管理監督システム 

（品質管理監督システムに係る要求事項） 

第三条  発電用原子炉設置者は、この規則の規

定に従って、品質管理監督システムを確立し、

実施するとともに、その実効性を維持しなけれ

ばならない。 

 

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる業務を

行わなければならない。 

一  品質管理監督システムに必要なプロセス

の内容（当該プロセスにより達成される結果

を含む。）を明らかにするとともに、当該プ

ロセスのそれぞれについてどのように適用

されるかについて識別できるようにするこ

と。 

二  プロセスの順序及び相互の関係を明確に

すること。 

三  プロセスの実施及び管理の実効性の確保

に必要な判定基準及び方法を明確にするこ

と。 

四  プロセスの実施並びに監視及び測定（以下

「監視測定」という。）に必要な資源及び情

報が利用できる体制を確保すること。 

五  プロセスを監視測定し、及び分析するこ

と。ただし、測定することが困難な場合は、

測定することを要しない。 

六  プロセスについて、第一号の結果を得るた

め、及び実効性を維持するために、所要の措

置を講ずること。 

七  品質保証の実施に係るプロセス及び組織

を品質管理監督システムと整合的なものと

すること。 

八  社会科学及び行動科学の知見を踏まえて、

保安活動を促進すること。 

６  発電用原子炉設置者は、保安のための重要

度に応じて、品質管理監督システムに係る要求

事項を適切に定めなければならない。 

７  発電用原子炉設置者は、保安のための重要

度に応じて、資源の適切な配分を行わなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 組織は，この規程の要求事項に従って，品

質マネジメントシステムを確立し，文書化し，

実施し，維持しなければならない。また，その

品質マネジメントシステムの有効性を継続的

に改善しなければならない。 

(2) 組織は，次の事項を実施しなければならな

い。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロ

セス及びそれらの組織への適用を明確にす

る。 

 

 

 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係を

明確にする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいず

れもが効果的であることを確実にするため

に必要な判断基準及び方法を明確にする。 

d) これらのプロセスの運用及び監視を支援

するために必要な資源及び情報を利用でき

ることを確実にする。 

e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場

合には測定し，分析する。 

 

f) これらのプロセスについて，計画どおりの

結果を得るため，かつ，継続的改善を達成す

るために必要な処置をとる。 

 

 

 

 

 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用

において，原子力安全に対する重要性に応じ

て，品質マネジメントシステム要求事項の適用

の程度についてグレード分けを行わなければ

ならない。また，グレード分けの決定に際して

は，原子力安全に対する重要性に加えて以下の

事項を考慮することができる。 [解説4.1-1] 

 

 

 

a) プロセス及び原子力施設の複雑性，独自

性，又は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子力施設の標準化の程度

や記録のトレーサビリティの程度 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 組織は，本品質保証計画に従って，品質マ

ネジメントシステムを確立し，文書化し，実 

施し，維持する。また，その品質マネジメン

トシステムの有効性を継続的に改善する。  

 

(2) 組織は，次の事項を実施する。 

 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロ

セスおよびそれらの組織への適用を社内規

定で明確にする。  

 

 

 

 b) これらのプロセスの順序および相互関係を

明確にする。 

 c) これらのプロセスの運用および管理のいず

れもが効果的であることを確実にするため

に必要な判断基準および方法を明確にする。 

 d) これらのプロセスの運用および監視を支援

するために必要な資源および情報を利用で

きることを確実にする。  

 e) これらのプロセスを監視し，適用可能な場

合には測定し，分析する。  

 

 f) これらのプロセスについて，計画どおりの

結果を得るため，かつ，継続的改善を達成す

るために必要な処置をとる。 

g) これらのプロセスおよび組織を品質マネジ

メントシステムとの整合をとれたものにす

る。 

h) 社会科学および行動科学の知見を踏まえ

て，保安活動を促進する。 

(3) 組織は，品質マネジメントシステムの運用

において，発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針（以下「重

要度分類指針」という。）に基づく重要性に

応じて，品質マネジメントシステム要求事項

の適用の程度についてグレード分けを行う。

また，グレードに応じて，資源の適切な配分

を行う。なお，グレード分けの決定に際して

は，重要度分類指針に基づく重要性に加えて

以下の事項を考慮することができる。 

 a) プロセスおよび原子炉施設の複雑性，独自

性，または斬新性の程度 

 b) プロセスおよび原子炉施設の標準化の程度

や記録のトレーサビリティの程度 

4.品質マネジメントシステム 

4.1 一般要求事項 

(1) 組織は、本品質保証計画に従って、品質マ

ネジメントシステムを確立し、文書化し、実

施し、維持する。また、その品質マネジメン

トシステムの有効性を継続的に改善する。 

 

(2) 組織は、次の事項を実施する。 

 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセ

ス及びそれらの組織への適用を社内規定で

明確にする。 

 

 

 

b) これらのプロセスの順序及び相互関係を明

確にする。 

c) これらのプロセスの運用及び管理のいずれ

もが効果的であることを確実にするために

必要な判断基準及び方法を明確にする。 

d) これらのプロセスの運用及び監視を支援す

るために必要な資源及び情報を利用できる

ことを確実にする。 

e) これらのプロセスを監視し、適用可能な場

合には測定し、分析する。 

 

f) これらのプロセスについて、計画どおりの

結果を得るため、かつ、継続的改善を達成す

るために必要な処置をとる。 

g) これらのプロセス及び組織を品質マネジメ

ントシステムとの整合をとれたものにする。 

 

h) 社会科学及び行動科学の知見を踏まえて、

保安活動を促進する。 

(3) 組織は、品質マネジメントシステムの運用

において、発電用軽水型原子炉施設の安全機

能の重要度分類に関する審査指針(以下「重

要度分類指針」という。)に基づく重要性に

応じて、品質マネジメントシステム要求事項

の適用の程度についてグレード分けを行う。

また、グレードに応じて、資源の適切な配分

を行う。なお、グレード分けの決定に際して

は、重要度分類指針に基づく重要性に加えて

以下の事項を考慮することができる。 

a) プロセス及び原子炉施設の複雑性、独自性、

又は斬新性の程度 

b) プロセス及び原子炉施設の標準化の程度や

記録のトレーサビリティの程度 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
 

 

 

 

 

 

 

３  発電用原子炉設置者は、この規則の規定に

従って、プロセスを管理しなければならない。 

 

４  発電用原子炉設置者は、個別業務又は発電

用原子炉施設に係る要求事項（関係法令を含

む。以下「個別業務等要求事項」という。）へ

の適合性に影響を及ぼすプロセスを外部委託

することとしたときは、当該プロセスが管理さ

れているようにしなければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、前項の管理を、品

質管理監督システムの中で識別することがで

きるように規定しなければならない。 

 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する

要求事項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス，要員，要領，及び

装置等に対する特別な管理や検査の必要性

の程度 

e) 運転開始後の原子力施設に対する保守，供

用期間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，この規程の

要求事項に従って運営管理しなければならな

い。 

(5) 原子力安全の達成に影響を与えるプロセ

スをアウトソースすることを組織が決めた場

合には，組織はアウトソースしたプロセスに関

して管理を確実にしなければならない。これら

のアウトソースしたプロセスに適用される管

理の方式及び程度は，組織の品質マネジメント

システムの中で定めなければならない。               

［解説4.1-2］ 

 

注記１ 品質マネジメントシステムに必要とな

るプロセスには，「運営管理活動」，「資源

の運用管理」，「業務の計画及び実施」，「評

価及び改善」にかかわるプロセスが含まれる。                   

[解説 4.1-3] 

注記２ “アウトソースしたプロセス”とは，

組織の品質マネジメントシステムにとって必

要であり，その組織が外部に実施させること

にしたプロセスである。 

注記３ アウトソースしたプロセスに対する管

理を確実にしたとしても，すべての業務に関

連する法令・規制要求事項への適合に対する

組織の責任が免除されるものではない。アウ

トソースしたプロセスに適用される管理の方

式及び程度は，次のような要因によって影響

され得る。    ［解説 4.1-4］ 

a) 原子力安全を達成するために必要な組織

の能力に対する，アウトソースしたプロセス

の影響の可能性［解説 4.1-5］  

b) そのプロセスの管理への関与の度合い 

c) 7.4 の適用において必要な管理を遂行す

る能力 

 

 

 

 

 

 

 

 c) 検査または試験による原子力安全に対する

要求事項への適合性の検証可能性の程度 

 d) 作業または製造プロセス，要員，要領およ

び装置等に対する特別な管理や検査の必要

性の程度 

 e) 運転開始後の原子炉施設に対する保守，供

用期間中検査および取替えの難易度 

(4) 組織は，これらのプロセスを，本品質保証

計画に従って運営管理する。 

 

(5) 原子力安全の達成に影響を与えるプロセス

をアウトソースすることを組織が決めた場合

には，組織はアウトソースしたプロセスに関

して管理を確実にする。これらのアウトソー

スしたプロセスに適用される管理の方式およ

び程度は，組織の品質マネジメントシステム

の文書に定める。  

 

  

 

c) 検査又は試験による原子力安全に対する要

求事項への適合性の検証可能性の程度 

d) 作業又は製造プロセス、要員、要領及び装

置等に対する特別な管理や検査の必要性の

程度 

e) 運転開始後の原子炉施設に対する保守、供

用期間中検査及び取替えの難易度 

(4) 組織は、これらのプロセスを、本品質保証

計画に従って運営管理する。 

 

(5) 原子力安全の達成に影響を与えるプロセス

をアウトソースすることを組織が決めた場

合には、組織はアウトソースしたプロセスに

関して管理を確実にする。これらのアウトソ

ースしたプロセスに適用される管理の方式

及び程度は、組織の品質マネジメントシステ

ムの文書に定める。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（品質管理監督システムの文書化） 

第四条  発電用原子炉設置者は、前条第一項の

規定により品質管理監督システムを確立する

ときは、次に掲げる文書を作成し、当該文書に

規定する事項を実施しなければならない。 

 

 

 

一  品質方針表明書及び品質目標表明書 

 

二  品質管理監督システムを規定する文書（以

下「品質管理監督システム基準書」という。） 

四 この規則に規定する手順書及び記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書には，次の事

項を含めなければならない。 

 

 

 

 

a) 文書化した，品質方針及び品質目標の表明 

 

b) 品質マニュアル 

 

c) この規程が要求する“文書化された手順”

及び記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書には，次の事

項を含める。 

 品質マネジメントシステムの文書体系を図

１，社内規定一覧および保安規定各条文との関

連を表１に示す。 

記録は，適正に作成する。  

  a) 文書化した，品質方針および品質目標の表

明 

  b) 本品質保証計画 

 

c) JEAC4111 の要求事項に基づき作成する文

書および以下の記録 

イ．マネジメントレビューの結果の記録 

ロ．教育，訓練，技能および経験について該

当する記録 

ハ．業務のプロセスおよびその結果が，要求

事項を満たしていることを実証するため

に必要な記録（本 c)項のイ，ロ，ニから

ムで定めるものを除く。）  

ニ．業務に対する要求事項のレビューの結果

の記録，およびそのレビューを受けてと

られた処置の記録 

ホ．原子炉施設の要求事項に関連する設計・

開発へのインプットの記録 

ヘ．設計・開発のレビューの結果の記録，お

よび必要な処置があればその記録 

ト．設計・開発の検証の結果の記録，および

必要な処置があればその記録 

チ．設計・開発の妥当性確認の結果の記録，

および必要な処置があればその記録 

リ．設計・開発の変更の記録 

ヌ．設計・開発の変更のレビューの結果の記

録，および必要な処置があればその記録 

ル．供給者の評価の結果の記録，および評価

によって必要とされた処置があればその

記録 

ヲ．プロセスの妥当性確認で組織が記録が必

要とされた活動の記録 

ワ．業務に関するトレーサビリティの記録 

カ．組織外の所有物に関して，組織が必要と

判断した場合の記録 

ヨ．校正または検証に用いた基準の記録 

タ．測定機器が要求事項に適合していないと

判明した場合の，過去の測定結果の妥当

性評価の記録 

レ．校正および検証の結果の記録 

4.2 文書化に関する要求事項 

4.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書には、次の事

項を含める。 

品質マネジメントシステムの文書体系を図 1、

社内規定一覧を表 1に示す。 

 

記録は、適正に作成する。  

a) 文書化した、品質方針及び品質目標の表明 

 

b) 本品質保証計画 

 

c) JEAC4111 の要求事項に基づき作成する文書

及び以下の記録 

イ. マネジメントレビューの結果の記録 

ロ. 教育、訓練、技能及び経験について該当

する記録 

ハ. 業務のプロセス及びその結果が、要求事

項を満たしていることを実証するために必

要な記録(本 c)項のｲ、ﾛ、ﾆからﾑで定める

ものを除く。) 

ニ. 業務に対する要求事項のレビューの結果

の記録、及びそのレビューを受けてとられ

た処置の記録 

ホ. 原子炉施設の要求事項に関連する設計・

開発へのインプットの記録 

ヘ. 設計・開発のレビューの結果の記録、及

び必要な処置があればその記録 

ト. 設計・開発の検証の結果の記録、及び必

要な処置があればその記録 

チ. 設計・開発の妥当性確認の結果の記録、

及び必要な処置があればその記録 

リ. 設計・開発の変更の記録 

ヌ. 設計・開発の変更のレビューの結果の記

録、及び必要な処置があればその記録 

ル. 供給者の評価の結果の記録、及び評価に

よって必要とされた処置があればその記録 

 

ヲ. プロセスの妥当性確認で組織が記録が必

要とされた活動の記録 

ワ. 業務に関するトレーサビリティの記録 

カ. 組織外の所有物に関して、組織が必要と

判断した場合の記録 

ヨ. 校正又は検証に用いた基準の記録 

タ. 測定機器が要求事項に適合していないと

判明した場合の、過去の測定結果の妥当性

評価の記録 

レ. 校正及び検証の結果の記録 

 

 

 

 

 

・保安規定特有の記載であるた

め、本申請書には記載してい

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－11－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三  プロセスについての実効性のある計画的

な実施及び管理がなされるようにするため

に必要な文書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用及

び管理を確実に実施するために，組織が必要

と決定した記録を含む文書 

 

注記１ この規程で“文書化された手順”とい

う用語を使う場合には，その手順が確立され，

文書化され，実施され，維持されていることを

意味する。一つの文書で，一つ又はそれ以上の

手順に対する要求事項を取り扱ってもよい。

“文書化された手順”の要求事項は，複数の文

書で対応してもよい。 

注記２ 品質マネジメントシステムの文書化の

程度は，次の理由から組織によって異なること

がある。 

a) 組織の規模及び活動の種類 

b) プロセス及びそれらの相互関係の複雑さ 

c) 要員の力量 

注記３ 文書の様式及び媒体の種類は，どのよ

うなものでもよい。 

 

ソ．内部監査の結果の記録 

ツ．検査および試験の合否判定基準への適合

の記録 

ネ．リリース（次工程への引渡し）を正式に

許可した人の記録 

ナ．不適合の性質および不適合に対してとら

れた特別採用を含む処置の記録 

ラ．是正処置の結果の記録 

ム．予防処置の結果の記録 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画，運用お

よび管理を確実に実施するために，組織が必

要と決定した文書およびこれらの文書の中で

明確にした記録 

図１ 品質マネジメントシステム文書体系図 

表１ 品質マネジメントシステムに係る社内

規定一覧および各条文との関連 

 

 

ソ. 内部監査の結果の記録 

ツ. 検査及び試験の合否判定基準への適合の

記録 

ネ. リリース(次工程への引渡し)を正式に許

可した人の記録 

ナ. 不適合の性質及び不適合に対してとられ

た特別採用を含む処置の記録 

ラ. 是正処置の結果の記録 

ム. 予防処置の結果の記録 

 

d) 組織内のプロセスの効果的な計画、運用及

び管理を確実に実施するために、組織が必要

と決定した文書及びこれらの文書の中で明確

にした記録 

図１ 品質マネジメントシステム文書体系図 

表１ 品質マネジメントシステムに係る社内

規定一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保安規定特有の記載であるた

め、本申請書には記載してい

ない。 

（品質管理監督システム基準書） 

第五条 発電用原子炉設置者は、品質管理監督シ

ステム基準書に、次に掲げる事項を記載しなけ

ればならない。 

一  品質保証の実施に係る組織に関する事項 

 

二  保安活動の計画に関する事項 

 

三  保安活動の実施に関する事項 

 

四  保安活動の評価に関する事項 

 

五  保安活動の改善に関する事項 

 

六  品質管理監督システムの範囲 

 

七  品質管理監督システムのために作成した

手順書の内容又は当該手順書の文書番号そ

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，次の事項を含む品質マニュアルを作成

し，維持しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 品質マネジメントシステムの適用範囲  

[解説 4.2.2] 

b) 品質マネジメントシステムについて確立

された“文書化された手順”又はそれらを参

4.2.2 品質マニュアル 

組織は，次の事項を含む品質マニュアルとし

て，本品質保証計画を作成し，維持する。 

 

a) 品質マネジメントシステムの組織に関する

事項 

b) 品質マネジメントシステムの計画に関する

事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する

事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する

事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する

事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

 

 g) 品質マネジメントシステムについて確立

された社内規定またはそれらを参照できる

4.2.2 品質マニュアル 

組織は、次の事項を含む品質マニュアルとし

て、本品質保証計画を作成し、維持する。 

 

a) 品質マネジメントシステムの組織に関する

事項 

b) 品質マネジメントシステムの計画に関する

事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する

事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する

事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する

事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

 

g) 品質マネジメントシステムについて確立さ

れた社内規定又はそれらを参照できる情報 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
の他参照情報 

八  各プロセスの相互の関係 

 

 

照できる情報 

c) 品質マネジメントシステムのプロセス間

の相互関係に関する記述 

 

情報 

h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の

相互関係は，図２のとおりとする。 

 

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間

の相互関係 

 

h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の

相互関係は、図２のとおりとする。 

 

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間

の相互関係 

（文書の管理） 

第六条  発電用原子炉設置者は、この規則に規

定する文書その他品質管理監督システムに必

要な文書（記録を除く。以下「品質管理監督文

書」という。）を管理しなければならない。 

 

 

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる業務に

必要な管理を定めた手順書を作成しなければ

ならない。 

一  品質管理監督文書を発行するに当たり、当

該文書の妥当性を照査し、その発行を承認す

ること。 

二  品質管理監督文書について所要の照査を

行い、更新を行うに当たり、その更新を承認

すること。 

三  品質管理監督文書の変更内容及び最新の

改訂状況が識別できるようにすること。 

四  改訂のあった品質管理監督文書を使用す

る場合において、当該文書の適切な改訂版が

利用できる体制を確保すること。 

五  品質管理監督文書が読みやすく、容易に内

容を把握することができる状態にあること

を確保すること。 

六  外部で作成された品質管理監督文書を識

別し、その配付を管理すること。 

 

 

七  廃止した品質管理監督文書が意図に反し

て使用されることを防止すること。この場合

において、当該文書を保持するときは、その

目的にかかわらず、これを識別すること。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 品質マネジメントシステムで必要とされ

る文書は，管理しなければならない。ただし，

記録は文書の一種ではあるが，4.2.4に規定す

る要求事項に従って管理しなければならない。 

 

 

(2) 次の活動に必要な管理を規定するために，

“文書化された手順”を確立しなければならな

い。 

a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書を

承認する。 

 

b) 文書をレビューする。また，必要に応じて

更新し，再承認する。 

 

c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識

別を確実にする。 

d) 該当する文書の適切な版が，必要なとき

に，必要なところで使用可能な状態にあるこ

とを確実にする。 

e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な

状態であることを確実にする。 

 

f) 品質マネジメントシステムの計画及び運

用のために組織が必要と決定した外部から

の文書を明確にし，その配付が管理されてい

ることを確実にする。 

g) 廃止文書が誤って使用されないようにす

る。また，これらを何らかの目的で保持する

場合には，適切な識別をする。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムで必要

とされる文書を遵守するために，保安規定上の

位置付けを明確にするとともに，保安活動の重

要度に応じて管理する。ただし，記録は文書の

一種ではあるが，4.2.4 に規定する要求事項に

従って管理する。  

(2) 次の活動に必要な管理を規定した社内規定

を定める。  

  

a) 発行前に，適切かどうかの観点から文書を

レビューし，承認する。 

 

 b) 文書をレビューする。また，必要に応じて

更新し，再承認する。 

 

 c) 文書の変更の識別および現在有効な版の識

別を確実にする。  

 d) 該当する文書の適切な版が，必要なときに，

必要なところで使用可能な状態にあることを

確実にする。 

 e) 文書は，読みやすくかつ容易に識別可能な

状態であることを確実にする。  

 

f) 品質マネジメントシステムの計画および運

用のために組織が必要と決定した外部からの

文書を明確にし，その配付が管理されている

ことを確実にする。  

 g) 廃止文書が誤って使用されないようにす

る。また，これらを何らかの目的で保持する

場合には，適切な識別をする。 

 

4.2.3 文書管理 

(1) 組織は、品質マネジメントシステムで必要

とされる文書を遵守するために、保安規定上の

位置付けを明確にするとともに、保安活動の重

要度に応じて管理する。ただし、記録は文書の

一種ではあるが、4.2.4 に規定する要求事項に

従って管理する。 

(2) 次の活動に必要な管理を規定した社内規定

を定める。 

 

a) 発行前に、適切かどうかの観点から文書を

レビューし、承認する。 

 

b) 文書をレビューする。また、必要に応じて

更新し、再承認する。 

 

c) 文書の変更の識別及び現在有効な版の識別

を確実にする。 

d) 該当する文書の適切な版が、必要なときに、

必要なところで使用可能な状態にあることを

確実にする。 

e) 文書は、読みやすくかつ容易に識別可能な

状態であることを確実にする。 

 

f) 品質マネジメントシステムの計画及び運用

のために組織が必要と決定した外部からの文

書を明確にし、その配付が管理されているこ

とを確実にする。  

g) 廃止文書が誤って使用されないようにす

る。また、これらを何らかの目的で保持する

場合には、適切な識別をする。 

 

（記録の管理） 

第七条  発電用原子炉設置者は、この規則に規

定する記録その他要求事項への適合及び品質

管理監督システムの実効性のある実施を実証

する記録の対象を明らかにするとともに、当該

記録を、読みやすく容易に内容を把握すること

ができ、かつ、検索することができるように作

成し、これを管理しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項の記録の識別、

4.2.4 記録の管理 

(1) 要求事項への適合及び品質マネジメント

システムの効果的運用の証拠を示すために作

成された記録を，管理しなければならない。 

 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ

検索可能でなければならない。 

 

(2) 組織は，記録の識別，保管，保護，検索，

4.2.4 記録の管理 

(1) 要求事項への適合および品質マネジメント

システムの効果的運用の証拠を示すために，

適正に作成する記録の対象を明確にし，管理

する。 

(3) 記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ

検索可能とする。 

 

(2) 組織は，記録の識別，保管，保護，検索，

4.2.4 記録の管理 

(1) 要求事項への適合及び品質マネジメントシ

ステムの効果的運用の証拠を示すために、適

正に作成する記録の対象を明確にし、管理す

る。 

(3) 記録は、読みやすく、容易に識別可能かつ

検索可能とする。 

 

(2) 組織は、記録の識別、保管、保護、検索、
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
保存、保護、検索、保存期間及び廃棄に関し所

要の管理を定めた手順書を作成しなければな

らない。 

保管期間及び廃棄に関して必要な管理を規定

するために，“文書化された手順”を確立しな

ければならない。 

 

保管期間および廃棄に関して必要な管理を

社内規定に定める。 

保管期間及び廃棄に関して必要な管理を社内

規定に定める。 

第三章 経営責任者の責任 

（経営責任者の関与） 

第八条 経営責任者は、品質管理監督システム

の確立及び実施並びにその実効性の維持に指

導力及び責任を持って関与していることを、次

に掲げる業務を行うことによって実証しなけ

ればならない。 

六  関係法令を遵守することその他原子力の

安全を確保することの重要性を、保安活動を

実施する者（以下「職員」という。）に周知

すること。 

一  品質方針を定めること。 

 

二  品質目標が定められているようにするこ

と。 

三  安全文化を醸成するための活動を促進す

ること。 

四  第十七条第一項に規定する照査を実施す

ること。 

五  資源が利用できる体制を確保すること。 

 

5.経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

トップマネジメントは，品質マネジメントシス

テムの構築及び実施，並びにその有効性を継続

的に改善することに対するコミットメントの証

拠を，次の事項によって示さなければならない。 

 

a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然の

こととして，原子力安全の重要性を組織内に

周知する。         ［解説5.1］ 

 

b) 品質方針を設定する。 

 

c) 品質目標が設定されることを確実にする。 

 

 

 

d) マネジメントレビューを実施する。 

 

e) 資源が使用できることを確実にする。 

 

5.経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は，品質マネジメントシステムの構築およ

び実施，ならびにその有効性を継続的に改善す

ることに対するコミットメントの証拠を，次の

事項によって示す。 

 

 a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然の

こととして，原子力安全の重要性を組織内に 

周知する。 

 

 b) 「５.３品質方針」により，品質方針を設定

する。 

 c) 「５.４.１品質目標」により，品質目標が

設定されることを確実にする。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進す

る。 

e) 「５.６マネジメントレビュー」により，マ

ネジメントレビューを実施する。  

 f) 「６.資源の運用管理」により，品質マネジ

メントシステムの確立と維持に必要な資源が

使用できることを確実にする。 

5.経営者の責任 

5.1 経営者のコミットメント 

社長は、品質マネジメントシステムの構築及び

実施、並びにその有効性を継続的に改善するこ

とに対するコミットメントの証拠を、次の事項

によって示す。 

 

a) 法令・規制要求事項を満たすことは当然の

こととして、原子力安全の重要性を組織内に

周知する。 

 

b) 「５.３ 品質方針」により、品質方針を設

定する。 

c) 「５.４.１ 品質目標」により、品質目標が

設定されることを確実にする。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進す

る。 

e) 「５.６ マネジメントレビュー」により、

マネジメントレビューを実施する。 

f) 「６.資源の運用管理」により、品質マネジ

メントシステムの確立と維持に必要な資源が

使用できることを確実にする。 

 

（原子力の安全の確保の重視） 

第九条  経営責任者は、個別業務等要求事項が

明確にされ、かつ、個別業務及び発電用原子炉

施設が当該要求事項に適合しているようにし

なければならない。 

5.2 原子力安全の重視 

原子力安全を最優先に位置付け，トップマネジ

メントは，業務に対する要求事項が決定され，

満たされていることを確実にしなければならな

い(7.2.1 及び 8.2.1 参照)。   ［解説 5.2］ 

5.2 原子力安全の重視 

社長は，財産（設備等）保護よりも原子力安全

を最優先に位置付け，業務または原子炉施設に

対する要求事項が決定され，満たされているこ

とを確実にする。(7.2.1 および 8.2.1 参照) 

 

5.2 原子力安全の重視 

社長は、財産（設備等）保護よりも原子力安全

を最優先に位置付け、業務又は原子炉施設に対

する要求事項が決定され、満たされていること

を確実にする。（7.2.1 及び 8.2.1 参照) 

 

（品質方針） 

第十条  経営責任者は、品質方針が次に掲げる

条件に適合しているようにしなければならな

い。 

一  品質保証の実施に係る発電用原子炉設置

者の意図に照らし適切なものであること。 

二  要求事項への適合及び品質管理監督シス

テムの実効性の維持に責任を持って関与す

ることを規定していること。 

三  品質目標を定め、照査するに当たっての枠

組みとなるものであること。 

四  職員に周知され、理解されていること。 

五  妥当性を維持するために照査されている

こと。 

六  組織運営に関する方針と整合的なもので

あること。 

5.3 品質方針 

トップマネジメントは，品質方針について，次

の事項を確実にしなければならない。 

 

a) 組織の目的に対して適切である。 

 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメント

システムの有効性の継続的な改善に対する

コミットメントを含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠

組みを与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

5.3 品質方針 

社長は，品質方針について，次の事項を確実に

する。  

 

 a) 組織の目的に対して適切である。 

  

b) 要求事項への適合および品質マネジメント

システムの有効性の継続的な改善に対する

コミットメントを含む。 

 c) 品質目標の設定およびレビューのための枠

組みを与える。 

d) 組織全体に伝達され，理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

 

f) 組織運営に関する方針と整合のとれたもの

である。 

5.3 品質方針 

社長は、品質方針について、次の事項を確実に

する。 

 

a) 組織の目的に対して適切である。 

 

b) 要求事項への適合及び品質マネジメントシ

ステムの有効性の継続的な改善に対するコ

ミットメントを含む。 

c) 品質目標の設定及びレビューのための枠組

みを与える。 

d) 組織全体に伝達され、理解される。 

e) 適切性の持続のためにレビューされる。 

 

f) 組織運営に関する方針と整合のとれたもの

である。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（品質目標） 

第十一条  経営責任者は、部門において、品質

目標（個別業務等要求事項への適合のために必

要な目標を含む。）が定められているようにし

なければならない。 

 

 

２ 経営責任者は、品質目標を、その達成状況を

評価しうるものであって、かつ、品質方針と整

合的なものとしなければならない。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) トップマネジメントは，組織内のしかるべ

き部門及び階層で，業務に対する要求事項を満

たすために必要なものを含む品質目標(7.1 

(3) a)参照)が設定されていることを確実にし

なければならない。      [解説5.4.1] 

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品

質方針との整合がとれていなければならない。 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は，組織内のしかるべき部門および階層

で，業務または原子炉施設に対する要求事項

を満たすために必要なものを含む品質目標

（7.1 (3) a）参照）が設定されていることを

確実にする。  

(2) 品質目標は，その達成度が判定可能で，品

質方針との整合をとる。 

 

5.4 計画 

5.4.1 品質目標 

(1) 社長は、組織内のしかるべき部門及び階層

で、業務又は原子炉施設に対する要求事項を

満たすために必要なものを含む品質目標(7.1 

(3) a)参照)が設定されていることを確実に

する。 

(2) 品質目標は、その達成度が判定可能で、品

質方針との整合をとる。 

 

 

（品質管理監督システムの計画の策定） 

第十二条  経営責任者は、品質管理監督システ

ムが第三条の規定及び品質目標に適合するよ

う、その実施に当たっての計画が策定されてい

るようにしなければならない。 

 

 

２  経営責任者は、品質管理監督システムの変

更を計画し、及び実施する場合においては、当

該品質管理監督システムが不備のないもので

あることを維持しなければならない。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

トップマネジメントは，次の事項を確実にしな

ければならない。 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事

項を満たすために，品質マネジメントシステ

ムの構築と維持についての計画を策定する。             

[解説 5.4.2-1] 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画

し，実施する場合には，その変更が品質マネ

ジメントシステムの全体の体系に対して矛

盾なく，整合性が取れている。[解説 5.4.2-2] 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は，次の事項を確実にする。 

 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項

を満たすために，品質マネジメントシステム

の構築と維持についての計画を策定する。   

 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画

し，実施する場合には，その変更が品質マネ

ジメントシステムの全体の体系に対して矛盾

なく，整合がとれている。 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 

社長は、次の事項を確実にする。 

 

a) 品質目標に加えて 4.1 に規定する要求事項

を満たすために、品質マネジメントシステム

の構築と維持についての計画を策定する。 

 

b) 品質マネジメントシステムの変更を計画

し、実施する場合には、その変更が品質マネ

ジメントシステムの全体の体系に対して矛盾

なく、整合がとれている。 

 

（責任及び権限） 

第十三条  経営責任者は、部門及び職員の責任

（保安活動の内容について説明する責任を含

む。）及び権限が定められ、文書化され、周知

されているようにしなければならない。 

 

5.5 責任，権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

トップマネジメントは，責任及び権限が定めら

れ，組織全体に周知されていることを確実にし

なければならない。 

 

5.5 責任・権限およびコミュニケーション 

5.5.1 責任および権限 

社長は，全社規程である「組織規程」を踏まえ

て，保安活動を実施するための責任（保安活動

の内容について説明する責任を含む。）および権

限が第５条（保安に関する職務），第９条（原子

炉主任技術者の職務等）および第９条の２（電

気主任技術者およびボイラー・タービン主任技

術者の職務等）に定められ，組織全体に周知さ

れていることを確実にする。 

 

5.5 責任・権限及びコミュニケーション 

5.5.1 責任及び権限 

社長は、全社規程である「組織規程」を踏まえ

て、保安活動を実施するための責任（保安活動

の内容について説明する責任を含む。）及び権限

が定められ、組織全体に周知されていることを

確実にする。 

 

 

 

 

 

 

・保安規定特有の記載であるた

め、本申請書には記載してい

ない。 

（管理責任者） 

第十四条  経営責任者は、品質管理監督システ

ムを管理監督する責任者（以下「管理責任者」

という。）に、次に掲げる業務に係る責任及び

権限を与えなければならない。 

 

 

 

一  プロセスが確立され、実施されるととも

に、その実効性が維持されているようにする

こと。 

二  品質管理監督システムの実施状況及びそ

の改善の必要性について経営責任者に報告

すること。 

5.5.2 管理責任者 

(1) トップマネジメントは，組織の管理層の中

から管理責任者を任命しなければならない。 

 

 

(2) 管理責任者は，与えられている他の責任と

かかわりなく，次に示す責任及び権限をもたな

ければならない。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロ

セスの確立，実施及び維持を確実にする。 

 

b) 品質マネジメントシステムの成果を含む

実施状況及び改善の必要性の有無について，

トップマネジメントに報告する。 

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は，原子力本部長を品質保証活動（内

部監査を除く。）の実施に係る管理責任者に，

考査室原子力監査担当部長を内部監査の管理

責任者として任命する。 

(2) 管理責任者は，与えられている他の責任と

かかわりなく，次に示す責任および権限をも

つ。 

 a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセ

スの確立，実施および維持を確実にする。 

 

 b) 品質マネジメントシステムの成果を含む実

施状況および改善の必要性の有無について，

社長に報告する｡  

5.5.2 管理責任者 

(1) 社長は、原子力本部長を品質保証活動(内部

監査を除く。)の実施に係る管理責任者に、考

査室原子力監査担当部長を内部監査の管理責

任者として任命する。 

(2) 管理責任者は、与えられている他の責任と

かかわりなく、次に示す責任及び権限をもつ。 

 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセ

スの確立、実施及び維持を確実にする。 

 

b) 品質マネジメントシステムの成果を含む実

施状況及び改善の必要性の有無について、社

長に報告する。  
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
三 部門において、関係法令を遵守することそ

の他原子力の安全を確保することについて

の認識が向上するようにすること。 

c) 組織全体にわたって，原子力安全について

の認識を高めることを確実にする。                

[解説 5.5.2] 

 

注記１ 管理責任者の責任には，品質マネジメ

ントシステムに関する事項について外部と連

絡をとることも含めることができる。 

注記２ 管理責任者は，上記の責任及び権限を

もつ限り，一人である必要はない。 

 c) 組織全体にわたって，関係法令および保安

規定の遵守が確実に行われるようにすること

ならびに原子力安全についての認識を高める

ことを確実にする。 

c) 組織全体にわたって、関係法令及び保安規

定の遵守が確実に行われるようにすること

並びに原子力安全についての認識を高める

ことを確実にする。 

（プロセス責任者） 

第十五条  経営責任者は、プロセスを管理監督

する責任者（以下「プロセス責任者」という。）

に、次に掲げる業務に係る責任及び権限を与え

なければならない。 

一  プロセス責任者が管理する個別業務のプ

ロセスが確立され、実施されるとともに、そ

の実効性が維持されているようにすること。 

二  プロセス責任者が管理する個別業務に従

事する職員の個別業務等要求事項について

の認識が向上するようにすること。 

三  プロセス責任者が管理する個別業務の実

績に関する評価を行うこと。 

四  安全文化を醸成するための活動を促進す

ること。 

 5.5.3プロセス責任者 

社長は，プロセス責任者に対し，所掌する業

務に関して，次に示す責任および権限を与える

ことを確実にする。 

 

a) プロセスが確立され，実施されるとともに，

有効性を継続的に改善する。 

 

b) 業務に従事する要員の業務または原子炉施

設に対する要求事項についての認識を高め

る。 

c) 業務の成果を含む実施状況について評価す

る。（5.4.1および8.2.3参照） 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進す

る。 

 

5.5.3プロセス責任者 

社長は、プロセス責任者に対し、所掌する業

務に関して、次に示す責任及び権限を与えるこ

とを確実にする。 

 

a) プロセスが確立され、実施されるとともに、

有効性を継続的に改善する。 

 

b) 業務に従事する要員の業務又は原子炉施設

に対する要求事項についての認識を高める。 

 

c) 業務の成果を含む実施状況について評価す

る。(5.4.1及び8.2.3参照) 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進す

る。 

 

（内部情報伝達） 

第十六条  経営責任者は、適切に情報の伝達が

行われる仕組みが確立されているようにする

とともに、情報の伝達が品質管理監督システム

の実効性に注意を払いつつ行われるようにし

なければならない。 

5.5.3 内部コミュニケーション 

トップマネジメントは，組織内にコミュニケー

ションのための適切なプロセスが確立されるこ

とを確実にしなければならない。また，品質マ

ネジメントシステムの有効性に関しての情報交

換が行われることを確実にしなければならな

い。 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

社長は，組織内にコミュニケーションのため

の適切なプロセスが確立されることを確実にす

る。また，品質マネジメントシステムの有効性

に関しての情報交換が行われることを次の活動

により確実にする。 

a) 会議（原子力発電所品質保証委員会，原子

力発電安全委員会，伊方発電所安全運営委員

会等） 

b) 文書（電磁的記録媒体を含む。）による周知，

指示および報告 

 

5.5.4 内部コミュニケーション 

社長は、組織内にコミュニケーションのため

の適切なプロセスが確立されることを確実にす

る。また、品質マネジメントシステムの有効性

に関しての情報交換が行われることを次の活動

により確実にする。 

a）会議（原子力発電所品質保証委員会、原子

力発電安全委員会、伊方発電所安全運営委

員会等） 

b）文書（電磁的記録媒体を含む。）による周知、

指示及び報告 

 

（経営責任者照査） 

第十七条  経営責任者は、品質管理監督システ

ムについて、その妥当性及び実効性の維持を確

認するための照査（品質管理監督システム、品

質方針及び品質目標の改善の余地及び変更の

必要性の評価を含む。以下「経営責任者照査」

という。）を、あらかじめ定めた間隔で行わな

ければならない。 

 

 

 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) トップマネジメントは，組織の品質マネジ

メントシステムが，引き続き，適切，妥当かつ

有効であることを確実にするために，あらかじ

め定められた間隔で品質マネジメントシステ

ムをレビューしなければならない。 

(2) このレビューでは，品質マネジメントシス

テムの改善の機会の評価，並びに品質方針及び

品質目標を含む品質マネジメントシステムの

変更の必要性の評価も行わなければならない。 

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は，組織の品質マネジメントシステム

が，引き続き，適切，妥当かつ有効であるこ

とを確実にするために，社内規定を定め，年

１回以上品質マネジメントシステムをレビュ

ーする。   

(2) このレビューでは，品質マネジメントシス

テムの改善の機会の評価，ならびに品質方針

および品質目標を含む品質マネジメントシス

テムの変更の必要性の評価も行う。  

5.6 マネジメントレビュー 

5.6.1 一般 

(1) 社長は、組織の品質マネジメントシステム

が、引き続き、適切、妥当かつ有効であるこ

とを確実にするために、社内規定を定め、年

１回以上品質マネジメントシステムをレビュ

ーする。  

(2) このレビューでは、品質マネジメントシス

テムの改善の機会の評価、並びに品質方針及

び品質目標を含む品質マネジメントシステム

の変更の必要性の評価も行う。  
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
２  発電用原子炉設置者は、経営責任者照査の

結果の記録を作成し、これを管理しなければな

らない。 

 

(3) マネジメントレビューの結果の記録は，維

持しなければならない(4.2.4参照)。 

 

(3) マネジメントレビューの結果の記録は，維

持する(4.2.4 参照)。 

(3) マネジメントレビューの結果の記録は、維

持する(4.2.4 参照)。 

（経営責任者照査に係るプロセス入力情報） 

第十八条  発電用原子炉設置者は、次に掲げる

プロセス入力情報によって経営責任者照査を

行わなければならない。 

一  監査の結果 

二  発電用原子炉施設の外部の者からの意見 

 

三  プロセスの実施状況 

四  発電用原子炉施設の検査の結果 

五  品質目標の達成状況 

八  是正処置（不適合（要求事項に適合しない

状態をいう。以下同じ。）に対する再発防止

のために行う是正に関する処置をいう。以下

同じ。）及び予防処置（生じるおそれのある

不適合を防止するための予防に関する処置

をいう。以下同じ。）の状況 

六  安全文化を醸成するための活動の実施状   

 況 

七  関係法令の遵守状況 

 

九  従前の経営責任者照査の結果を受けて講

じた措置 

十  品質管理監督システムに影響を及ぼすお

それのある変更 

十一  部門又は職員等からの改善のための提  

 案 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次

の情報を含めなければならない。 

 

a) 監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の受け止

め方           [解説 5.6.2-1] 

c) プロセスの成果を含む実施状況並びに検

査及び試験の結果     [解説 5.6.2-2] 

 

d) 予防処置及び是正処置の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e) 前回までのマネジメントレビューの結果

に対するフォローアップ 

f) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼ

す可能性のある変更 

g) 改善のための提案 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには，次

の情報を含める。 

 

 a) 監査の結果 

 b) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ

方 

c) プロセスの成果を含む実施状況(品質目標

の達成状況を含む。)ならびに検査および試

験の結果 

 d) 予防処置および是正処置の状況 

 

 

 

 

 

 e) 安全文化の醸成のための取組み状況 

 

f) 関係法令および保安規定の遵守の意識を定

着させるための取組み状況 

g) 前回までのマネジメントレビューの結果に

対するフォローアップ 

 h) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす

可能性のある変更 

 i) 改善のための提案 

 

5.6.2 マネジメントレビューへのインプット 

マネジメントレビューへのインプットには、次

の情報を含める。 

 

a) 監査の結果 

b) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ

方 

c) プロセスの成果を含む実施状況(品質目標

の達成状況を含む。)並びに検査及び試験の

結果 

d) 予防処置及び是正処置の状況 

 

 

 

 

 

e) 安全文化の醸成のための取組み状況 

 

f) 関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着

させるための取組み状況 

g) 前回までのマネジメントレビューの結果に

対するフォローアップ 

h) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす

可能性のある変更 

i) 改善のための提案 

 

（経営責任者照査に係るプロセス出力情報） 

第十九条  発電用原子炉設置者は、経営責任者

照査から次に掲げる事項に係る情報を得て、所

要の措置を講じなければならない。 

 

一  品質管理監督システム及びプロセスの実

効性の維持に必要な改善 

二  個別業務に関する計画及び個別業務の実

施に関連する保安活動の改善 

三  品質管理監督システムの妥当性及び実効

性の維持を確保するために必要な資源 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプッ

ト 

マネジメントレビューからのアウトプットに

は，次の事項に関する決定及び処置すべてを含

めなければならない。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロ

セスの有効性の改善 

b)  業務の計画及び実施にかかわる改善   

[解説 5.6.3] 

c) 資源の必要性 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプッ

ト 

マネジメントレビューからのアウトプットに

は，次の事項に関する決定および処置すべてを

含める。 

 a) 品質マネジメントシステムおよびそのプロ

セスの有効性の改善 

 b) 業務の計画および実施にかかわる改善 

 

 c) 資源の必要性 

 

5.6.3 マネジメントレビューからのアウトプッ

ト 

マネジメントレビューからのアウトプットに

は、次の事項に関する決定及び処置すべてを含

める。 

a) 品質マネジメントシステム及びそのプロセ

スの有効性の改善 

b) 業務の計画及び実施にかかわる改善 

 

c) 資源の必要性 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
第四章 資源の管理監督 

（資源の確保） 

第二十条  発電用原子炉設置者は、保安のため

に必要な資源を明確にし、確保しなければなら

ない。 

 

6.資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

組織は，原子力安全に必要な資源を明確にし，

提供しなければならない。    ［解説 6.1］ 

6.資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

組織は，原子力安全に必要な資源を明確にし，

提供する。 

資源のうち「6.2 人的資源」，「6.3 原子炉施設

およびインフラストラクチャー」，「6.4 作業環

境」については，以下のとおり明確にし，提供

する。 

 

6.資源の運用管理 

6.1 資源の提供 

組織は、原子力安全に必要な資源を明確にし、

提供する。 

資源のうち「6.2 人的資源」、「6.3 原子炉施

設及びインフラストラクチャー」、「6.4 作業環

境」については、以下のとおり明確にし、提供

する。 

 

（職員） 

第二十一条  発電用原子炉設置者は、職員に、

次に掲げる要件を満たしていることをもって

その能力が実証された者を充てなければなら

ない。 

一  適切な教育訓練を受けていること。 

二  所要の技能及び経験を有していること。 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

原子力安全の達成に影響がある業務に従事す

る要員は，適切な教育，訓練，技能及び経験を

判断の根拠として力量がなければならない。                           

［解説 6.2.1］ 

 

注記 原子力安全の達成は，品質マネジメント

システム内の業務に従事する要員によって，直

接的に又は間接的に影響を受ける可能性があ

る。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

原子力安全の達成に影響がある業務に従事す

る要員は，適切な教育，訓練，技能および経験

を判断の根拠として力量を有する。 

 

6.2 人的資源 

6.2.1 一般 

原子力安全の達成に影響がある業務に従事す

る要員は、適切な教育、訓練、技能及び経験を

判断の根拠として力量を有する。 

 

（教育訓練等） 

第二十二条  発電用原子炉設置者は、次に掲げ

る業務を行わなければならない。 

一  職員にどのような能力が必要かを明確に

すること。 

 

二  職員の教育訓練の必要性を明らかにする

こと。 

三 前号の教育訓練の必要性を満たすために

教育訓練その他の措置を講ずること。 

四  前号の措置の実効性を評価すること。 

 

五  職員が、品質目標の達成に向けて自らの個

別業務の関連性及び重要性を認識するとと

もに、自らの貢献の方途を認識しているよう

にすること。 

六  職員の教育訓練、技能及び経験について適

切な記録を作成し、これを管理すること。 

6.2.2 力量，教育・訓練及び認識 

組織は，次の事項を実施しなければならない。 

 

a) 原子力安全の達成に影響がある業務に従

事する要員に必要な力量を明確にする。                  

[解説 6.2.2] 

b) 該当する場合には（必要な力量が不足して

いる場合には），その必要な力量に到達する

ことができるように教育・訓練を行うか，又

は他の処置をとる。 

c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価す

る。 

d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味及び

重要性を認識し，品質目標の達成に向けて自

らがどのように貢献できるかを認識するこ

とを確実にする。 

e) 教育，訓練，技能及び経験について該当す

る記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

6.2.2 力量，教育・訓練および認識 

組織は，社内規定を定め，次の事項を実施する。 

   

 a) 管理責任者を含め，原子力安全の達成に影

響がある業務に従事する要員に必要な力量を

明確にする。  

 b) 必要な力量が不足している場合には，その

必要な力量に到達することができるように教     

育・訓練を行うか，または他の処置をとる。  

 

c) 教育・訓練または他の処置の有効性を評価

する。 

d) 組織の要員が，自らの活動のもつ意味およ

び重要性を認識し，品質目標の達成に向けて

自らがどのように貢献できるかを認識するこ

とを確実にする。   

 e) 教育，訓練，技能および経験について該当

する記録を維持する(4.2.4 参照)。 

6.2.2 力量、教育・訓練及び認識 

組織は、社内規定を定め、次の事項を実施する。 

 

a) 管理責任者を含め、原子力安全の達成に影響

がある業務に従事する要員に必要な力量を明

確にする。 

b) 必要な力量が不足している場合には、その必

要な力量に到達することができるように教

育・訓練を行うか、又は他の処置をとる。 

 

c) 教育・訓練又は他の処置の有効性を評価す

る。 

d) 組織の要員が、自らの活動のもつ意味及び重

要性を認識し、品質目標の達成に向けて自ら

がどのように貢献できるかを認識することを

確実にする。 

e) 教育、訓練、技能及び経験について該当する

記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

（業務運営基盤） 

第二十三条  発電用原子炉設置者は、保安のた

めに必要な業務運営基盤（個別業務に必要な施

設、設備及びサービスの体系をいう。）を明確

にして、これを維持しなければならない。 

6.3 原子力施設 

組織は，原子力安全の達成のために必要な原子

力施設を明確にし，維持管理しなければならな

い。              [解説 6.3] 

 

6.3 原子炉施設およびインフラストラクチャー 

組織は，原子力安全の達成のために必要な原

子炉施設を明確にし，維持管理する。また， 原

子力安全の達成のために必要なインフラストラ

クチャー(原子炉施設を除く。)を明確にし，維

持する。 

 

 

6.3 原子炉施設及びインフラストラクチャー 

組織は，原子力安全の達成のために必要な原

子炉施設を明確にし，維持管理する。また， 原

子力安全の達成のために必要なインフラストラ

クチャー(原子炉施設を除く。)を明確にし，維

持する。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（作業環境） 

第二十四条  発電用原子炉設置者は、保安のた

めに必要な作業環境を明確にして、これを管理

監督しなければならない。 

6.4 作業環境 

組織は，原子力安全の達成のために必要な作業

環境を明確にし，運営管理しなければならない。        

［解説 6.4］ 

 

注記 “作業環境”という用語は，物理的，環

境的及びその他の要因を含む（例えば，騒音，

気温，湿度，照明又は天候），作業が行われる

状態と関連している。 

 

6.4 作業環境 

組織は，原子力安全の達成のために必要な作

業環境を明確にし，運営管理する。 

6.4 作業環境 

組織は、原子力安全の達成のために必要な作

業環境を明確にし、運営管理する。 

 

第五章 個別業務に関する計画の策定及び個別

業務の実施 

（個別業務に必要なプロセスの計画） 

第二十五条 発電用原子炉設置者は、個別業務に

必要なプロセスについて、計画を策定するとと

もに、確立しなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、前項の規定により

策定された計画（以下「個別業務計画」という。）

と、個別業務に係るプロセス以外のプロセスに

係る要求事項との整合性を確保しなければな

らない。 

３ 発電用原子炉設置者は、個別業務計画の策定

を行うに当たっては、次に掲げる事項を適切に

明確化しなければならない。 

一  個別業務又は発電用原子炉施設に係る品

質目標及び個別業務等要求事項 

二  所要のプロセス、品質管理監督文書及び資

源であって、個別業務又は発電用原子炉施設

に固有のもの 

三  所要の検証、妥当性確認、監視測定並びに

検査及び試験（以下「検査試験」という。）

であって、当該個別業務又は発電用原子炉施

設に固有のもの及び個別業務又は発電用原

子炉施設の適否を決定するための基準（以下

「適否決定基準」という。） 

四  個別業務又は発電用原子炉施設に係るプ

ロセス及びその結果が個別業務等要求事項

に適合していることを実証するために必要

な記録 

４  発電用原子炉設置者は、個別業務計画の策

定に係るプロセス出力情報を、作業方法に見合

う形式によるものとしなければならない。 

 

7.業務の計画及び実施       ［解説 7］ 

7.1 業務の計画 

 

(1) 組織は，業務に必要なプロセスを計画し，

構築しなければならない。 

 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステム

のその他のプロセスの要求事項と整合がとれ

ていなければならない(4.1参照)。 

 

 

(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事

項について適切に明確化しなければならない。 

 

a) 業務に対する品質目標及び要求事項 

 

b) 業務に特有な，プロセス及び文書の確立の

必要性，並びに資源の提供の必要性 

 

c) その業務のための検証，妥当性確認，監視，

測定，検査及び試験活動，並びにこれらの合

否判定基準 [解説7.1-1] 

 

 

 

d) 業務のプロセス及びその結果が，要求事項

を満たしていることを実証するために必要

な記録(4.2.4参照)     ［解説7.1-2］ 

 

(4) この計画のアウトプットは，組織の運営方

法に適した形式でなければならない。 

 

注記１ 特定の業務，プロジェクト又は契約に

適用される品質マネジメントシステムのプロ

セス(業務の計画及び実施のプロセスを含む。) 

及び資源を規定する文書を，品質計画書と呼ぶ

ことがある。 

注記２ 組織は，業務のプロセスの構築に当た

7.業務の計画および実施 

7.1 業務の計画 

 

(1) 組織は，保安活動に関する業務に必要なプ

ロセスを計画し，構築する。 

 

(2) 業務の計画は，品質マネジメントシステム

のその他のプロセスの要求事項と整合をと          

る。(4.1 参照) 

 

 

(3) 組織は，業務の計画に当たって，次の各事

項について適切に明確化する。  

 

  a) 業務または原子炉施設に対する品質目標

および要求事項 

  b) 業務または原子炉施設に特有な，プロセス

および文書の確立の必要性，ならびに資源

の提供の必要性 

c) その業務または原子炉施設のための検証，

妥当性確認，監視，測定，検査および試験

活動，ならびにこれらの合否判定基準 

 

 

 

 d) 業務または原子炉施設のプロセスおよび

その結果が，要求事項を満たしていることを

実証するために必要な記録(4.2.4 参照) 

 

(4) この計画のアウトプットは，組織の運営方

法に適した形式にする。 

 

7.業務の計画及び実施 

7.1 業務の計画 

 

(1) 組織は、保安活動に関する業務に必要なプ

ロセスを計画し、構築する。 

 

(2) 業務の計画は、品質マネジメントシステム

のその他のプロセスの要求事項と整合をと

る。(4.1 参照) 

 

 

(3) 組織は、業務の計画に当たって、次の各事

項について適切に明確化する。 

 

a) 業務又は原子炉施設に対する品質目標及び

要求事項 

b) 業務又は原子炉施設に特有な、プロセス及

び文書の確立の必要性、並びに資源の提供

の必要性 

c) その業務又は原子炉施設のための検証、妥

当性確認、監視、測定、検査及び試験活動、

並びにこれらの合否判定基準   

 

 

 

d) 業務又は原子炉施設のプロセス及びその結

果が、要求事項を満たしていることを実証

するために必要な記録(4.2.4 参照) 

 

(4) この計画のアウトプットは、組織の運営方

法に適した形式にする。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
って，7.3に規定する要求事項を適用してもよ

い。 

 

（個別業務等要求事項の明確化） 

第二十六条  発電用原子炉設置者は、次に掲げ

る事項を個別業務等要求事項として明確にし

なければならない。 

 

 

二  関係法令のうち、当該個別業務又は発電用

原子炉施設に関するもの 

一  発電用原子炉施設の外部の者が明示して

はいないものの、個別業務又は発電用原子炉

施設に必要な要求事項であって既知のもの 

三  その他発電用原子炉設置者が明確にした

要求事項 

7.2 業務に対する要求事項に関するプロセス    

［解説 7.2］ 

7.2.1 業務に対する要求事項の明確化 

組織は，次の事項を明確にしなければならな

い。            ［解説 7.2.1］ 

 

a) 業務に適用される法令・規制要求事項 

 

b) 明示されてはいないが，業務に不可欠な要

求事項 

 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべ  

 て 

 

7.2 業務または原子炉施設に対する要求事項に

関するプロセス 

7.2.1 業務または原子炉施設に対する要求事項

の明確化 

組織は，次の事項を業務の計画（7.1 参照）で

明確にする。 

a) 業務または原子炉施設に適用される法令・ 

規制要求事項 

 b) 明示されてはいないが，業務または原子炉

施設に不可欠な要求事項 

 

 c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

7.2 業務又は原子炉施設に対する要求事項に関

するプロセス 

7.2.1 業務又は原子炉施設に対する要求事項の

明確化 

組織は、次の事項を業務の計画(7.1 参照)で明

確にする。 

a) 業務又は原子炉施設に適用される法令・規

制要求事項 

b) 明示されてはいないが、業務又は原子炉施

設に不可欠な要求事項 

 

c) 組織が必要と判断する追加要求事項すべて 

 

（個別業務等要求事項の照査） 

第二十七条  発電用原子炉設置者は、個別業務

の実施又は発電用原子炉施設の使用に当たっ

て、あらかじめ、個別業務等要求事項の照査を

実施しなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、前項の照査を実施す

るに当たっては、次に掲げる事項を確認しなけ

ればならない。 

一  当該個別業務又は発電用原子炉施設に係

る個別業務等要求事項が定められているこ

と。 

二  当該個別業務又は発電用原子炉施設に係

る個別業務等要求事項が、あらかじめ定めら

れた個別業務等要求事項と相違する場合に

おいては、当該相違点が解明されているこ

と。 

三  発電用原子炉設置者が、あらかじめ定めら

れた要求事項に適合する能力を有している

こと。 

３  発電用原子炉設置者は、第一項の照査の結

果に係る記録及び当該照査の結果に基づき講

じた措置に係る記録を作成し、これを管理しな

ければならない。 

 

 

 

４  発電用原子炉設置者は、個別業務等要求事

項が変更された場合においては、関連する文書

が改訂されるようにするとともに、関連する職

員に対し変更後の個別業務等要求事項が周知

されるようにしなければならない。 

7.2.2 業務に対する要求事項のレビュー     

［解説 7.2.2］ 

(1) 組織は，業務に対する要求事項をレビュー

しなければならない。このレビューは，業務を

行う前に実施しなければならない。 

(2) レビューでは，次の事項を確実にしなけれ

ばならない。 

 

a) 業務に対する要求事項が定められている。 

 

 

b) 業務に対する要求事項が以前に提示され

たものと異なる場合には，それについて解決

されている。 

 

 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力

をもっている。 

 

(3) このレビューの結果の記録，及びそのレビ

ューを受けてとられた処置の記録を維持しな

ければならない(4.2.4参照)。 

 

(4) 業務に対する要求事項が書面で示されな

い場合には，組織はその要求事項を適用する前

に確認しなければならない。 

(5) 業務に対する要求事項が変更された場合

には，組織は，関連する文書を修正しなければ

ならない。また，変更後の要求事項が，関連す

る要員に理解されていることを確実にしなけ

ればならない。 

7.2.2 業務または原子炉施設に対する要求事項

のレビュー 

(1) 組織は，業務または原子炉施設に対する要

求事項をレビューする。このレビューは，そ

の要求事項を適用する前に実施する。   

(2) レビューでは，次の事項を確実にする。  

  

 

 a) 業務または原子炉施設に対する要求事項が

定められている。 

 

 b) 業務または原子炉施設に対する要求事項が

以前に提示されたものと異なる場合には，そ

れについて解決されている。 

  

 

c) 組織が，定められた要求事項を満たす能力を

もっている。 

 

(3) このレビューの結果の記録，およびそのレ

ビューを受けてとられた処置の記録を維持す

る (4.2.4 参照)。  

 

(4) 業務または原子炉施設に対する要求事項が

書面で示されない場合には，組織はその要求事

項を適用する前に確認する。 

(5) 業務または原子炉施設に対する要求事項が

変更された場合には，組織は，関連する文書を

修正する。また，変更後の要求事項が，関連す

る要員に理解されていることを確実にする。 

7.2.2 業務又は原子炉施設に対する要求事項の

レビュー 

(1) 組織は、業務又は原子炉施設に対する要求

事項をレビューする。このレビューは、その

要求事項を適用する前に実施する。 

(2) レビューでは、次の事項を確実にする。 

 

 

a) 業務又は原子炉施設に対する要求事項が定

められている。 

 

b) 業務又は原子炉施設に対する要求事項が以

前に提示されたものと異なる場合には、それ

について解決されている。 

 

 

c) 組織が、定められた要求事項を満たす能力

をもっている。 

 

(3) このレビューの結果の記録、及びそのレビ

ューを受けてとられた処置の記録を維持する 

(4.2.4 参照)。 

 

(4) 業務又は原子炉施設に対する要求事項が書

面で示されない場合には、組織はその要求事項

を適用する前に確認する。 

(5) 業務又は原子炉施設に対する要求事項が変

更された場合には、組織は、関連する文書を修

正する。また、変更後の要求事項が、関連する

要員に理解されていることを確実にする。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（発電用原子炉施設の外部の者との情報の伝

達） 

第二十八条  発電用原子炉設置者は、発電用原

子炉施設の外部の者との情報の伝達のために

実効性のある方法を明らかにして、これを実施

しなければならない。 

 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

組織は，原子力安全に関して外部とのコミュニ

ケーションを図るための効果的な方法を明確に

し，実施しなければならない。 ［解説 7.2.3］ 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

組織は，原子力安全に関して外部とのコミュ

ニケーションを図るための効果的な方法を明確

にし，実施する。 

7.2.3 外部とのコミュニケーション 

組織は、原子力安全に関して外部とのコミュ

ニケーションを図るための効果的な方法を明確

にし、実施する。 

 

（設計開発計画） 

第二十九条  発電用原子炉設置者は、設計開発

（発電用原子炉施設に必要な要求事項を考慮

し、発電用原子炉施設の仕様を定めることをい

う。以下同じ。）の計画（以下「設計開発計画」

という。）を策定するとともに、設計開発を管

理しなければならない。 

２ 発電用原子炉設置者は、設計開発計画の策定

において、次に掲げる事項を明確にしなければ

ならない。 

一  設計開発の段階 

二  設計開発の各段階それぞれにおいて適切

な照査、検証及び妥当性確認 

三  設計開発に係る部門及び職員の責任（保安

活動の内容について説明する責任を含む。）

及び権限 

３  発電用原子炉設置者は、実効性のある情報

の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てが

なされるようにするために、設計開発に関与す

る各者間の連絡を管理監督しなければならな

い。 

４  発電用原子炉設置者は、第一項の規定によ

り策定された設計開発計画を、設計開発の進行

に応じ適切に更新しなければならない。 

7.3 設計・開発          ［解説 7.3］ 

 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子力施設の設計・開発の計画を

策定し，管理しなければならない。 

 

 

(2) 設計・開発の計画において，組織は，次の

事項を明確にしなければならない。 

 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検

証及び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任及び権限 

 

 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーション及び

責任の明確な割当てを確実にするために，設

計・開発に関与するグループ間のインタフェー

スを運営管理しなければならない。 

 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画

を適切に更新しなければならない。 

 

注記 設計・開発のレビュー，検証及び妥当性

確認は，異なった目的をもっている。それらは，

原子力施設及び組織に適するように，個々に又

はどのような組み合わせでも，実施し，記録す

ることができる。 

 

7.3 設計・開発 

組織は，社内規定を定め，次の事項を実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は，原子炉施設の設計・開発の計画を

策定し，管理する。 

 

 

(2) 設計・開発の計画において，組織は，次の

事項を明確にする。  

 

  a) 設計・開発の段階 

  b) 設計・開発の各段階に適したレビュー，検

証および妥当性確認 

  c) 設計・開発に関する責任および権限 

 

 

(3) 組織は，効果的なコミュニケーションなら

びに責任および権限の明確な割当てを確実に

するために，設計・開発に関与するグループ間

のインタフェースを運営管理する。  

 

(4) 設計・開発の進行に応じて，策定した計画

を適切に更新する。 

7.3 設計・開発 

組織は、社内規定を定め、次の事項を実施する。 

7.3.1 設計・開発の計画 

(1) 組織は、原子炉施設の設計・開発の計画を

策定し、管理する。 

 

 

(2) 設計・開発の計画において、組織は、次の

事項を明確にする。 

 

a) 設計・開発の段階 

b) 設計・開発の各段階に適したレビュー、検

証及び妥当性確認 

c) 設計・開発に関する責任及び権限 

 

 

(3) 組織は、効果的なコミュニケーション並び

に責任及び権限の明確な割当てを確実にする

ために、設計・開発に関与するグループ間の

インタフェースを運営管理する。  

 

(4) 設計・開発の進行に応じて、策定した計画

を適切に更新する。 

 

（設計開発に係るプロセス入力情報） 

第三十条  発電用原子炉設置者は、発電用原子

炉施設に係る要求事項に関連した次に掲げる

設計開発に係るプロセス入力情報を明確にす

るとともに、当該情報に係る記録を作成し、こ

れを管理しなければならない。 

一  意図した使用方法に応じた機能又は性能

に係る発電用原子炉施設に係る要求事項 

三  関係法令 

二  従前の類似した設計開発から得られた情

報であって、当該設計開発へのプロセス入力

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子力施設の要求事項に関連するインプ

ットを明確にし，記録を維持しなければならな

い(4.2.4参照)。インプットには，次の事項を

含めなければならない。 

 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計

から得られた情報 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子炉施設の要求事項に関連するインプッ

トを明確にし，記録を維持する(4.2.4 参照)｡ 

  そのインプットには，次の事項を含める。 

  

 

a) 機能および性能に関する要求事項 

 

 b) 適用される法令・規制要求事項 

 c) 適用可能な場合には，以前の類似した設計

から得られた情報 

7.3.2 設計・開発へのインプット 

(1) 原子炉施設の要求事項に関連するインプッ

トを明確にし、記録を維持する(4.2.4 参照)。

そのインプットには、次の事項を含める。 

 

 

a) 機能及び性能に関する要求事項 

 

b) 適用される法令・規制要求事項 

c) 適用可能な場合には、以前の類似した設計

から得られた情報 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－21－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
情報として適用可能なもの 

四  その他設計開発に必須の要求事項 

２  発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプ

ロセス入力情報について、その妥当性を照査

し、承認しなければならない。 

 

 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子力施設の要求事項に関連するインプ

ットについては，その適切性をレビューしなけ

ればならない。要求事項は，漏れがなく，あい

まい(曖昧)でなく，相反することがあってはな

らない。 

 

 

 d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子炉施設の要求事項に関連するインプッ

トについては，その適切性をレビューし，承認

する。要求事項は，漏れがなく，あいまい(曖

昧)でなく，相反することがないものとする。 

 

d) 設計・開発に不可欠なその他の要求事項 

(2) 原子炉施設の要求事項に関連するインプッ

トについては、その適切性をレビューし、承

認する。要求事項は、漏れがなく、あいまい(曖

昧)でなく、相反することがないものとする。 

（設計開発に係るプロセス出力情報） 

第三十一条  発電用原子炉設置者は、設計開発

に係るプロセス出力情報を、設計開発に係るプ

ロセス入力情報と対比した検証を可能とする

形式により保有しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、設計開発からプロ

セスの次の段階に進むことを承認するに当た

り、あらかじめ、当該設計開発に係るプロセス

出力情報を承認しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、設計開発に係るプ

ロセス出力情報を、次に掲げる条件に適合する

ものとしなければならない。 

一 設計開発に係るプロセス入力情報たる要求

事項に適合するものであること。 

二 調達、個別業務の実施及び発電用原子炉施

設の使用のために適切な情報を提供するも

のであること。 

三 適否決定基準を含むものであること。 

 

 

四 発電用原子炉施設の安全かつ適正な使用方

法に不可欠な当該発電用原子炉施設の特性

を規定しているものであること。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・

開発へのインプットと対比した検証を行うの

に適した形式でなければならない。また，リリ

ースの前に，承認を受けなければならない。 

 

 

 

 

(2) 設計・開発からのアウトプットは，次の状

態でなければならない。 

 

a)  設計・開発へのインプットで与えられた要

求事項を満たす。 

b)  調達，業務の実施に対して適切な情報を提

供する。         [解説 7.3.3-1] 

 

c)  関係する検査及び試験の合否判定基準を

含むか，又はそれを参照している。            

[解説 7.3.3-2] 

d)  安全な使用及び適正な使用に不可欠な原

子力施設の特性を明確にする。 

 

注記 業務の実施に対する情報には，原子力施

設の保存に関する詳細を含めることができる。 

 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは，設計・

開発へのインプットと対比した検証を行うの

に適した形式とする。また，リリースの前に，

承認を行う。 

 

 

 

 

(2) 設計・開発からのアウトプットは，次の状

態とする。  

 

 a) 設計・開発へのインプットで与えられた要

求事項を満たす。 

 b) 調達，業務の実施（原子炉施設の使用を含

む。）に対して適切な情報を提供する。 

  

c) 関係する検査および試験の合否判定基準を

含むか，またはそれを参照している。  

 

d) 安全な使用および適正な使用に不可欠な原

子炉施設の特性を明確にする。 

7.3.3 設計・開発からのアウトプット 

(1) 設計・開発からのアウトプットは、設計・

開発へのインプットと対比した検証を行うの

に適した形式とする。また、リリースの前に、

承認を行う。  

 

 

 

 

(2) 設計・開発からのアウトプットは、次の状

態とする。 

  

a) 設計・開発へのインプットで与えられた要求

事項を満たす。 

b) 調達、業務の実施（原子炉施設の使用を含

む。）に対して適切な情報を提供する。 

 

c) 関係する検査及び試験の合否判定基準を含

むか、又はそれを参照している。 

 

d) 安全な使用及び適正な使用に不可欠な原子

炉施設の特性を明確にする。 

 

（設計開発照査） 

第三十二条 発電用原子炉設置者は、設計開発に

ついて、その適切な段階において、設計開発計

画に従って、次に掲げる事項を目的とした体系

的な照査（以下「設計開発照査」という。）を

実施しなければならない。 

一 設計開発の結果が要求事項に適合すること

ができるかどうかについて評価すること。 

二 設計開発に問題がある場合においては、当

該問題の内容を識別できるようにするとと

もに、必要な措置を提案すること。 

２  発電用原子炉設置者は、設計開発照査に、

当該照査の対象となっている設計開発段階に

関連する部門の代表者及び当該設計開発に係

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事

項を目的として，計画されたとおりに(7.3.1

参照)体系的なレビューを行わなければならな

い。 

 

a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせる

かどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

 

 

(2) レビューへの参加者には，レビューの対象

となっている設計・開発段階に関連する部門を

代表する者が含まれていなければならない。こ

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において，次の事

項を目的として，計画されたとおりに(7.3.1

参照)体系的なレビューを行う。 

 

 

 a) 設計・開発の結果が，要求事項を満たせる

かどうかを評価する。  

 b) 問題を明確にし，必要な処置を提案する。 

     

 

 (2) レビューへの参加者には，レビューの対象

となっている設計・開発段階に関連する部門

を代表する者および当該設計・開発に係る専

7.3.4 設計・開発のレビュー 

(1) 設計・開発の適切な段階において、次の事

項を目的として、計画されたとおりに(7.3.1

参照)体系的なレビューを行う。 

 

 

a) 設計・開発の結果が、要求事項を満たせる

かどうかを評価する。 

b) 問題を明確にし、必要な処置を提案する。 

 

 

(2) レビューへの参加者には、レビューの対象

となっている設計・開発段階に関連する部門

を代表する者及び当該設計・開発に係る専門

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－22－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
る専門家を参加させなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、設計開発照査の結

果の記録及び当該結果に基づき所要の措置を

講じた場合においては、その記録を作成し、こ

れを管理しなければならない。 

 

のレビューの結果の記録，及び必要な処置があ

ればその記録を維持しなければならない(4. 

2.4参照)。 

 

門家を含める。このレビューの結果の記録，

および必要な処置があればその記録を維持

する(4.2.4 参照)。 

 

家を含める。このレビューの結果の記録、及

び必要な処置があればその記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

（設計開発の検証） 

第三十三条  発電用原子炉設置者は、設計開発

に係るプロセス出力情報が当該設計開発に係

るプロセス入力情報たる要求事項に適合して

いる状態を確保するために、設計開発計画に従

って検証を実施しなければならない。この場合

において、設計開発計画に従ってプロセスの次

の段階に進む場合には、要求事項に対する適合

性の確認をしなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項の検証の結果

の記録（当該検証結果に基づき所要の措置を講

じた場合においては、その記録を含む。）を作

成し、これを管理しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、当該設計開発に係

る部門又は職員に第一項の検証をさせてはな

らない。 

 

7.3.5 設計・開発の検証     ［解説 7.3.5］ 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・

開発へのインプットで与えられている要求事

項を満たしていることを確実にするために，計

画されたとおりに(7.3.1参照)検証を実施しな

ければならない。この検証の結果の記録，及び

必要な処置があればその記録を維持しなけれ

ばならない(4.2.4参照)。 

 

 

 

 

 

(2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者又

はグループが実施しなければならない。 

 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが，設計・

開発へのインプットで与えられている要求

事項を満たしていることを確実にするため，

計画されたとおりに(7.3.1 参照)検証を実施

する。この検証の結果の記録，および必要な

処置があればその記録を維持する(4.2.4 参

照)。  

 

 

 

 

 

 (2) 設計・開発の検証は，原設計者以外の者ま

たはグループが実施する。 

7.3.5 設計・開発の検証 

(1) 設計・開発からのアウトプットが、設計・

開発へのインプットで与えられている要求

事項を満たしていることを確実にするため、

計画されたとおりに(7.3.1 参照)検証を実施

する。この検証の結果の記録、及び必要な処

置があればその記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

 

 

 

 

 

(2) 設計・開発の検証は、原設計者以外の者又

はグループが実施する。 

 

（設計開発の妥当性確認） 

第三十四条  発電用原子炉設置者は、発電用原

子炉施設を、規定された性能、使用目的又は意

図した使用方法に係る要求事項に適合するも

のとするために、当該発電用原子炉施設に係る

設計開発計画に従って、当該設計開発の妥当性

確認（以下この条において「設計開発妥当性確

認」という。）を実施しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、発電用原子炉施設

を使用するに当たり、あらかじめ、設計開発妥

当性確認を完了しなければならない。ただし、

当該発電用原子炉施設の設置の後でなければ

妥当性確認を行うことができない場合におい

ては、当該発電用原子炉施設の使用を開始する

前に、設計開発妥当性確認を行わなければなら

ない。 

３  発電用原子炉設置者は、設計開発妥当性確

認の結果の記録及び当該妥当性確認の結果に

基づき所要の措置を講じた場合においては、そ

の記録を作成し、これを管理しなければならな

い。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子力施設が，指定さ

れた用途又は意図された用途に応じた要求事

項を満たし得ることを確実にするために，計画

した方法(7.3.1参照)に従って，設計・開発の

妥当性確認を実施しなければならない。 

 

 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子力施設

の使用前に，妥当性確認を完了しなければなら

ない。            [解説7.3.6] 

 

 

 

 

 

(3) 妥当性確認の結果の記録，及び必要な処置

があればその記録を維持しなければならない

(4.2.4参照)。 

 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子炉施設が，指定さ

れた用途または意図された用途に応じた要求

事項を満たし得ることを確実にするために，

計画した方法(7.3.1 参照)に従って，設計・

開発の妥当性確認を実施する。 

 

 

(2) 実行可能な場合にはいつでも，原子炉施設

の使用前に，妥当性確認を完了する。 

 

 

 

 

 

 

(3) 妥当性確認の結果の記録，および必要な処

置があればその記録を維持する(4.2.4 参

照) 。 

7.3.6 設計・開発の妥当性確認 

(1) 結果として得られる原子炉施設が、指定さ

れた用途又は意図された用途に応じた要求

事項を満たし得ることを確実にするために、

計画した方法(7.3.1 参照)に従って、設計・

開発の妥当性確認を実施する。 

 

 

(2) 実行可能な場合にはいつでも、原子炉施設

の使用前に、妥当性確認を完了する。 

 

 

 

 

 

 

(3) 妥当性確認の結果の記録、及び必要な処置

があればその記録を維持する(4.2.4 参照) 。 

 

（設計開発の変更の管理） 

第三十五条  発電用原子炉設置者は、設計開発

の変更を行った場合においては、当該変更の内

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持

しなければならない（4.2.4参照）。           

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし，記録を維持

する(4.2.4 参照)。  

7.3.7 設計・開発の変更管理 

(1) 設計・開発の変更を明確にし、記録を維持

する(4.2.4 参照)。 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－23－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
容を識別できるようにするとともに、当該変更

に係る記録を作成し、これを管理しなければな

らない。 

２  発電用原子炉設置者は、設計開発の変更を

実施するに当たり、あらかじめ、照査、検証及

び妥当性確認を適切に行い、承認しなければな

らない。 

３  発電用原子炉設置者は、設計開発の変更の

照査の範囲を、当該変更が発電用原子炉施設に

及ぼす影響の評価（当該発電用原子炉施設を構

成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含

む。）を含むものとしなければならない。 

４  発電用原子炉設置者は、第二項の規定によ

る変更の照査の結果に係る記録（当該照査結果

に基づき所要の措置を講じた場合においては、

その記録を含む。）を作成し、これを管理しな

ければならない。 

［解説7.3.7-1］ 

 

 

(2) 変更に対して，レビュー，検証及び妥当性

確認を適切に行い，その変更を実施する前に承

認しなければならない。 

 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変

更が，当該の原子力施設を構成する要素及び関

連する原子力施設に及ぼす影響の評価を含め

なければならない。    ［解説7.3.7-2］ 

 

(4) 変更のレビューの結果の記録，及び必要な

処置があればその記録を維持しなければなら

ない(4.2.4参照)。 

注記 “変更のレビュー”とは，変更に対して

適切に行われたレビュー，検証及び妥当性確認

のことである。 

 

 

 

 

(2) 変更に対して，レビュー，検証および妥当

性確認を適切に行い，その変更を実施する前

に承認する。  

 

(3) 設計・開発の変更のレビューには，その変

更が，当該の原子炉施設を構成する要素およ

び関連する原子炉施設に及ぼす影響の評価

（当該原子炉施設を構成する材料または部品

に及ぼす影響の評価を含む。）を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録，および必要

な処置があればその記録を維持する(4.2.4参

照) 。 

 

 

 

(2) 変更に対して、レビュー、検証及び妥当性

確認を適切に行い、その変更を実施する前に

承認する。 

 

(3) 設計・開発の変更のレビューには、その変

更が、当該の原子炉施設を構成する要素及び

関連する原子炉施設に及ぼす影響の評価（当

該原子炉施設を構成する材料又は部品に及ぼ

す影響の評価を含む。）を含める。 

(4) 変更のレビューの結果の記録、及び必要な

処置があればその記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

（調達プロセス） 

第三十六条  発電用原子炉設置者は、外部から

調達する物品又は役務（以下「調達物品等」と

いう。）が、自らの規定する調達物品等に係る

要求事項（以下「調達物品等要求事項」という。）

に適合するようにしなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給

者及び調達物品等に適用される管理の方法及

び程度を、当該調達物品等が個別業務又は発電

用原子炉施設に及ぼす影響に応じて定めなけ

ればならない。 

３  発電用原子炉設置者は、調達物品等要求事

項に従って、調達物品等を供給する能力を根拠

として調達物品等の供給者を評価し、選定しな

ければならない。 

４  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給

者の選定、評価及び再評価に係る判定基準を定

めなければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、第三項の評価の結

果に係る記録（当該評価結果に基づき所要の措

置を講じた場合においては、その記録を含む。）

を作成し、これを管理しなければならない。 

 

7.4 調達 

 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達

製品が適合することを確実にしなければなら

ない。 

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式

及び程度は，調達製品が，原子力安全に及ぼす

影 響に 応じて 定め なけれ ばな らない 。                 

[解説7.4.1-1] 

 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って

調達製品を供給する能力を判断の根拠として，

供給者を評価し，選定しなければならない。選

定，評価及び再評価の基準を定めなければなら

ない。 

 

 

(4) 評価の結果の記録，及び評価によって必要

とされた処置があればその記録を維持しなけ

ればならない(4.2.4参照)。 

 

7.4 調達 

組織は，社内規定を定め，次の事項を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は，規定された調達要求事項に，調達

製品が適合することを確実にする。 

 

(2) 供給者および調達製品に対する管理の方式

および程度は，調達製品が，原子力安全に及

ぼす影響に応じて定める。  

 

 

(3) 組織は，供給者が組織の要求事項に従って

調達製品を供給する能力を判断の根拠とし

て，供給者を評価し，選定する。選定，評価

および再評価の基準を定める。 

 

 

 

(4) 評価の結果の記録，および評価によって必

要とされた処置があればその記録を維持する 

(4.2.4 参照)。 

 

7.4 調達 

組織は、社内規定を定め、次の事項を実施する。 

7.4.1 調達プロセス 

(1) 組織は、規定された調達要求事項に、調達

製品が適合することを確実にする。 

 

(2) 供給者及び調達製品に対する管理の方式及

び程度は、調達製品が、原子力安全に及ぼす

影響に応じて定める。 

 

 

(3) 組織は、供給者が組織の要求事項に従って

調達製品を供給する能力を判断の根拠とし

て、供給者を評価し、選定する。選定、評価

及び再評価の基準を定める。 

 

 

 

(4) 評価の結果の記録、及び評価によって必要

とされた処置があればその記録を維持する 

(4.2.4 参照)。 

 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－24－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
６  発電用原子炉設置者は、調達物品等を調達

する場合には、個別業務計画において、適切な

調達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調

達後におけるこれらの維持又は運用に必要な

技術情報（保安に係るものに限る。）の取得及

び当該情報を他の発電用原子炉設置者と共有

するために必要な措置に関する事項を含む。）

及びこれが確実に守られるよう管理する方法

を定めなければならない。 

 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持

又は運用に必要な保安に係る技術情報を取得

するための方法を定めなければならない。               

［解説 7.4.1-2］ 

(5) 組織は，調達製品の調達後における，維持

または運用に必要な技術情報（保安に係るも

のに限る。）を取得するための方法およびそれ

らを他の原子炉設置者と共有するために必要

な措置に関する方法を定める。 

 

(5) 組織は、調達製品の調達後における、維持

又は運用に必要な技術情報(保安に係るもの

に限る。)を取得するための方法及びそれら

を他の原子炉設置者と共有するために必要

な措置に関する方法を定める。 

 

 

（調達物品等要求事項） 

第三十七条  発電用原子炉設置者は、調達物品

等に関する情報に、次に掲げる調達物品等要求

事項のうち該当するものを含めなければなら

ない。 

六  その他調達物品等に関し必要な事項 

 

一  調達物品等の供給者の業務の手順及びプ

ロセス並びに設備に係る要求事項 

二  調達物品等の供給者の職員の適格性の確

認に係る要求事項 

三  調達物品等の供給者の品質管理監督シス

テムに係る要求事項 

四  調達物品等の不適合の報告及び処理に係

る要求事項 

五  安全文化を醸成するための活動に関する

必要な要求事項 

 

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給

者に対し調達物品等に関する情報を提供する

に当たり、あらかじめ、当該調達物品等要求事

項の妥当性を確認しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、調達物品等を受領

する場合には、調達物品等の供給者に対し、調

達物品等要求事項への適合状況を記録した文

書を提出させなければならない。 

 

7.4.2 調達要求事項     ［解説 7.4.2-1］ 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求

事項を明確にし，次の事項のうち該当するもの

を含めなければならない。 

 

 

 

a) 製品，手順，プロセス及び設備の承認に関

する要求事項       [解説 7.4.2-2] 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求

事項 

 

 

 

 

 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した

調達要求事項が妥当であることを確実にしな

ければならない。 

 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事

項を明確にし，次の事項のうち該当するもの

を含める。 

 

 

 

 a) 製品，手順，プロセスおよび設備の承認に

関する要求事項 

 b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

 

 c) 品質マネジメントシステムに関する要求事

項 

d) 不適合の報告および処理に関する要求事項 

 

e) 安全文化を醸成するための活動に関する必

要な要求事項     

 

(2) 組織は，供給者に伝達する前に，規定した

調達要求事項が妥当であることを確実にす

る。 

 

(3) 組織は，調達製品を受領する場合には，調

達製品の供給者に対し，調達要求事項への適

合状況を記録した文書を提出させる。 

7.4.2 調達要求事項 

(1) 調達要求事項では調達製品に関する要求事

項を明確にし、次の事項のうち該当するもの

を含める。 

 

 

 

a) 製品、手順、プロセス及び設備の承認に関

する要求事項 

b) 要員の適格性確認に関する要求事項 

 

c) 品質マネジメントシステムに関する要求事

項 

d) 不適合の報告及び処理に関する要求事項 

 

e) 安全文化を醸成するための活動に関する必

要な要求事項 

 

(2) 組織は、供給者に伝達する前に、規定した

調達要求事項が妥当であることを確実にす

る。 

 

(3) 組織は、調達製品を受領する場合には、調

達製品の供給者に対し、調達要求事項への適

合状況を記録した文書を提出させる。 

 

（調達物品等の検証） 

第三十八条  発電用原子炉設置者は、調達物品

等が調達物品等要求事項に適合しているよう

にするために必要な検査試験その他の個別業

務を定め、実施しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、調達物品等の供給

者の施設において調達物品等の検証を実施す

ることとしたときは、当該検証の実施要領及び

調達物品等の供給者からの出荷の可否の決定

の方法を、前条の調達物品等要求事項の中で明

確にしなければならない。 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事

項を満たしていることを確実にするために，必

要な検査又はその他の活動を定めて，実施しな

ければならない。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することに

した場合には，組織は，その検証の要領及び調

達製品のリリースの方法を調達要求事項の中

で明確にしなければならない。［解説 7.4.3］ 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は，調達製品が，規定した調達要求事

項を満たしていることを確実にするために，

必要な検査またはその他の活動を定めて，実

施する。 

(2) 組織が，供給者先で検証を実施することに

した場合には，組織は，その検証の要領およ

び調達製品のリリースの方法を調達要求事項

の中で明確にする。 

7.4.3 調達製品の検証 

(1) 組織は、調達製品が、規定した調達要求事

項を満たしていることを確実にするために、

必要な検査又はその他の活動を定めて、実施

する。 

(2) 組織が、供給者先で検証を実施することに

した場合には、組織は、その検証の要領及び

調達製品のリリースの方法を調達要求事項の

中で明確にする。 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－25－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（個別業務の管理） 

第三十九条  発電用原子炉設置者は、個別業務

を、次に掲げる管理条件（個別業務の内容等か

ら該当しないと認められる管理条件を除く。）

の下で実施しなければならない。 

 

 

 

一  保安のために必要な情報が利用できる体

制にあること。 

二  手順書が利用できる体制にあること。 

三  当該個別業務に見合う設備を使用してい

ること。 

四  監視測定のための設備が利用できる体制

にあり、かつ、当該設備を使用していること。 

五  第四十九条の規定に基づき監視測定を実

施していること。 

六  この規則の規定に基づき、プロセスの次の

段階に進むことの承認を行っていること。 

 

7.5 業務の実施         ［解説 7.5］ 

 

 

7.5.1 業務の管理 

組織は，業務を管理された状態で実施しなけれ

ばならない。管理された状態には，次の事項の

うち該当するものを含めなければならない。              

[解説 7.5.1-1] 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利

用できる。       [解説 7.5.1-2] 

b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき，使用し

ている。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

 

f) 業務のリリースが実施されている。 

  ［解説 7.5.1-3］ 

7.5 業務の実施 

組織は，業務の計画（7.1 参照）に基づき，次

の事項を実施する。 

7.5.1 業務の管理 

組織は，業務を管理された状態で実施する。管

理された状態には，次の事項のうち該当するも

のを含める。 

 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用

できる。 

 b) 必要に応じて，作業手順が利用できる。 

  c) 適切な設備を使用している。 

 

  d) 監視機器および測定機器が利用でき，使用

している。   

e) 監視および測定が実施されている。 

 

f) 業務のリリースが実施されている。 

7.5 業務の実施 

組織は、業務の計画（7.1 参照）に基づき、次

の事項を実施する。 

7.5.1 業務の管理 

組織は、業務を管理された状態で実施する。管

理された状態には、次の事項のうち該当するも

のを含める。 

 

a) 原子力安全との係わりを述べた情報が利用

できる。 

b) 必要に応じて、作業手順が利用できる。 

c) 適切な設備を使用している。 

 

d) 監視機器及び測定機器が利用でき、使用し

ている。 

e) 監視及び測定が実施されている。 

 

f) 業務のリリースが実施されている。 

 

（個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確

認） 

第四十条  発電用原子炉設置者は、個別業務の

実施に係るプロセスについて、それ以降の監視

測定では当該プロセスの結果であるプロセス

出力情報を検証することができない場合（個別

業務が実施された後にのみ不具合が明らかに

なる場合を含む。）においては、妥当性確認を

行わなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項のプロセスが

第二十五条第一項の計画に定めた結果を得る

ことができることを、妥当性確認によって実証

しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、第一項の規定によ

り妥当性確認の対象とされたプロセスについ

て、次に掲げる事項を明らかにしなければなら

ない。ただし、当該プロセスの内容等から該当

しないと認められる事項を除く。 

一  当該プロセスの照査及び承認のための判

定基準 

二  設備の承認及び職員の適格性の確認 

三  方法及び手順 

四  第七条に規定する記録に係る要求事項 

五  再妥当性確認（個別業務に関する手順を変

更した場合等において、再度妥当性確認を行

うことをいう。） 

 

 

7.5.2 業務に関するプロセスの妥当性確認   

［解説 7.5.2-1］ 

(1) 業務の過程で結果として生じるアウトプ

ットが，それ以降の監視又は測定で検証するこ

とが不可能で，その結果，業務が実施された後

でしか不具合が顕在化しない場合には，組織

は，その業務の該当するプロセスの妥当性確認

を行わなければならない。  [解説7.5.2-2] 

 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが

計画どおりの結果を出せることを実証しなけ

ればならない。 

 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の

事項のうち該当するものを含んだ手続きを確

立しなければならない。 

 

 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明

確な基準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e) 妥当性の再確認 

 

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確

認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウ

トプットが，それ以降の監視または測定で検

証することが不可能で，その結果，業務が実

施された後でしか不具合が顕在化しない場合

には，組織は，その業務の該当するプロセス

の妥当性確認を行う。 

 

(2) 妥当性確認によって，これらのプロセスが

計画どおりの結果を出せることを実証する。 

 

 

(3) 組織は，これらのプロセスについて，次の

事項のうち該当するものを含んだ手続きを確

立する。  

 

 

  a) プロセスのレビューおよび承認のための

明確な基準 

  b) 設備の承認および要員の適格性確認 

  c) 所定の方法および手順の適用 

  d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

  e) 妥当性の再確認 

7.5.2 業務の実施に関するプロセスの妥当性確

認 

(1) 業務の実施の過程で結果として生じるアウ

トプットが、それ以降の監視又は測定で検証

することが不可能で、その結果、業務が実施

された後でしか不具合が顕在化しない場合

には、組織は、その業務の該当するプロセス

の妥当性確認を行う。 

 

(2) 妥当性確認によって、これらのプロセスが

計画どおりの結果を出せることを実証する。 

 

 

(3) 組織は、これらのプロセスについて、次の

事項のうち該当するものを含んだ手続きを確

立する。 

 

 

a) プロセスのレビュー及び承認のための明確

な基準 

b) 設備の承認及び要員の適格性確認 

c) 所定の方法及び手順の適用 

d) 記録に関する要求事項(4.2.4 参照) 

e) 妥当性の再確認 

 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－26－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（識別） 

第四十一条  発電用原子炉設置者は、個別業務

に関する計画及び個別業務の実施に係る全て

のプロセスにおいて、適切な手段により個別業

務及び発電用原子炉施設を識別しなければな

らない。 

 

 

（追跡可能性の確保） 

第四十二条  発電用原子炉設置者は、追跡可能

性（履歴、適用又は所在を追跡できる状態にあ

ることをいう。）の確保が個別業務等要求事項

である場合においては、個別業務又は発電用原

子炉施設を識別し、これを記録するとともに、

当該記録を管理しなければならない。 

 

7.5.3 識別及びトレーサビリティ        

［解説 7.5.3］ 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画及び

実施の全過程において適切な手段で業務を識

別しなければならない。 

(2) 組織は，業務の計画及び実施の全過程にお

いて，監視及び測定の要求事項に関連して，業

務の状態を識別しなければならない。 

7.5.3 識別およびトレーサビリティ 

 

(1) 必要な場合には，組織は，業務の計画およ

び実施の全過程において適切な手段で業務お

よび原子炉施設を識別する。 

(2) 組織は，業務の計画および実施の全過程に

おいて，監視および測定の要求事項に関連し

て，業務および原子炉施設の状態を識別する。  

7.5.3 識別及びトレーサビリティ 

 

(1) 必要な場合には、組織は、業務の計画及び

実施の全過程において適切な手段で業務及

び原子炉施設を識別する。 

(2) 組織は、業務の計画及び実施の全過程にお

いて、監視及び測定の要求事項に関連して、

業務及び原子炉施設の状態を識別する。 

 

(3) トレーサビリティが要求事項となってい

る場合には，組織は，業務について一意の識別

を管理し，記録を維持しなければならない

(4.2.4参照)。 

注記 構成管理（configuration management）

は識別及びトレーサビリティを維持する手段

の一つである。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている

場合には，組織は，業務または原子炉施設に

ついて一意の識別を管理し，記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

(3) トレーサビリティが要求事項となっている

場合には、組織は、業務又は原子炉施設につ

いて一意の識別を管理し、記録を維持する

(4.2.4 参照)。 

 

（発電用原子炉施設の外部の者の物品） 

第四十三条  発電用原子炉設置者は、発電用原

子炉施設の外部の者の物品を所持している場

合においては、必要に応じ、当該物品に関する

記録を作成し、これを管理しなければならな

い。 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は，組織外の所有物について，それが組織

の管理下にある間，注意を払い，必要に応じて

記録を維持しなければならない(4.2.4 参照)。               

[解説 7.5.4] 

 

注記 組織外の所有物には，知的財産及び個人

情報を含めることができる。 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は，組織外の所有物について，それが組織

の管理下にある間，注意を払い，必要に応じて

記録を維持する(4.2.4 参照)。 

7.5.4 組織外の所有物 

組織は、組織外の所有物について、それが組織

の管理下にある間、注意を払い、必要に応じて

記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

（調達物品の保持） 

第四十四条  発電用原子炉設置者は、調達した

物品が使用されるまでの間、当該物品の状態を

保持（識別、取扱い、包装、保管及び保護を含

む。）しなければならない。 

 

 

7.5.5 調達製品の保存 

組織は，調達製品の検証後，受入から据付(使

用)までの間，要求事項への適合を維持するよう

に調達製品を保存しなければならない。この保

存には，該当する場合，識別，取扱い，包装，

保管及び保護を含めなければならない。保存は，

取替品，予備品にも適用しなければならない。        

［解説 7.5.5］ 

7.5.5 調達製品の保存 

組織は，調達製品の検証後，受入から据付(使

用)までの間，要求事項への適合を維持するよう

に調達製品を保存する。この保存には，該当す

る場合，識別，取扱い，包装，保管および保護

を含める。保存は，取替品，予備品にも適用す

る。 

7.5.5 調達製品の保存 

組織は、調達製品の検証後、受入から据付(使

用)までの間、要求事項への適合を維持するよう

に調達製品を保存する。この保存には、該当す

る場合、識別、取扱い、包装、保管及び保護を

含める。保存は、取替品、予備品にも適用する。 

 

（監視測定のための設備の管理） 

第四十五条  発電用原子炉設置者は、個別業務

等要求事項への適合性の実証に必要な監視測

定及び当該監視測定のための設備を明確にし

なければならない。 

 

 

 

２  発電用原子炉設置者は、監視測定について、

実施可能であり、かつ、当該監視測定に係る要

求事項と整合性のとれた方法で実施しなけれ

ばならない。 

３  発電用原子炉設置者は、監視測定の結果の

妥当性を確保するために必要な場合において

は、監視測定のための設備を、次に掲げる条件

に適合するものとしなければならない。 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

 

 

(1) 業務に対する要求事項への適合性を実証

するために，組織は，実施すべき監視及び測定

を明確にしなければならない。また，そのため

に必要な監視機器及び測定機器を明確にしな

ければならない。       [解説7.6-1] 

(2) 組織は，監視及び測定の要求事項との整合

性を確保できる方法で監視及び測定が実施で

きることを確実にするプロセスを確立しなけ

ればならない。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければなら

ない場合には，測定機器に関し，次の事項を満

たさなければならない。 

 

7.6 監視機器および測定機器の管理 

組織は，業務の計画（7.1 参照）に基づき，次

の事項を実施する。 

(1) 業務または原子炉施設に対する要求事項へ

の適合性を実証するために，組織は，実施す

べき監視および測定を社内規定にて明確にす

る。また，そのために必要な監視機器および

測定機器を明確にする。 

(2) 組織は，監視および測定の要求事項との整

合性を確保できる方法で監視および測定が実

施できることを確実にするプロセスを確立す

る。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならな

い場合には，測定機器に関し，次の事項を満た

す｡  

 

7.6 監視機器及び測定機器の管理 

組織は、業務の計画(7.1 参照)に基づき、次の

事項を実施する。 

(1) 業務又は原子炉施設に対する要求事項への

適合性を実証するために、組織は、実施すべ

き監視及び測定を社内規定にて明確にする。

また、そのために必要な監視機器及び測定機

器を明確にする。 

(2) 組織は、監視及び測定の要求事項との整合

性を確保できる方法で監視及び測定が実施

できることを確実にするプロセスを確立す

る。 

(3) 測定値の正当性が保証されなければならな

い場合には、測定機器に関し、次の事項を満

たす。 

 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－27－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
一  あらかじめ定めた間隔で、又は使用の前

に、計量の標準（当該標準が存在しない場合

においては、校正又は検証の根拠について記

録すること。）まで追跡することが可能な方

法により校正又は検証がなされていること。 

 

二  所要の調整又は再調整がなされているこ

と。 

三  校正の状態が明確になるよう、識別されて

いること。 

四  監視測定の結果を無効とする操作から保

護されていること。 

五  取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化

から保護されていること。 

４  発電用原子炉設置者は、監視測定のための

設備に係る要求事項への不適合が判明した場

合においては、従前の監視測定の結果の妥当性

を評価し、これを記録しなければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、前項の場合におい

て、当該監視測定のための設備及び前項の不適

合により影響を受けた個別業務又は発電用原

子炉施設について、適切な措置を講じなければ

ならない。 

６  発電用原子炉設置者は、監視測定のための

設備の校正及び検証の結果の記録を作成し、こ

れを管理しなければならない。 

７  発電用原子炉設置者は、個別業務等要求事

項の監視測定においてソフトウェアを使用す

ることとしたときは、初回使用に当たり、あら

かじめ、当該ソフトウェアが意図したとおりに

当該監視測定に適用されていることを確認し、

必要に応じ再確認を行わなければならない。 

a) 定められた間隔又は使用前に，国際又は国

家計量標準にトレーサブルな計量標準に照

らして校正若しくは検証，又はその両方を行

う。そのような標準が存在しない場合には，

校正又は検証に用いた基準を記録する

（4.2.4参照）。 

b) 機器の調整をする，又は必要に応じて再調

整する。 

c) 校正の状態を明確にするために識別を行

う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作が

できないようにする。 

e) 取扱い，保守及び保管において，損傷及び

劣化しないように保護する。 

さらに，測定機器が要求事項に適合していな

いことが判明した場合には，組織は，その測定

機器でそれまでに測定した結果の妥当性を評

価し，記録しなければならない（4.2.4参照）。

組織は，その機器，及び影響を受けた業務すべ

てに対して，適切な処置をとらなければならな

い。校正及び検証の結果の記録を維持しなけれ

ばならない(4.2.4参照)。   [解説7.6-2] 

 

 

 

 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定に

コンピュータソフトウェアを使う場合には，そ

のコンピュータソフトウェアによって意図し

た監視及び測定ができることを確認しなけれ

ばならない。この確認は，最初に使用するのに

先立って実施しなければならない。また，必要

に応じて再確認しなければならない。 

 

注記 意図した用途を満たすコンピュータソフ

トウェアの能力の確認には，通常，その使用の

適切性を維持するための検証及び構成管理も

含まれる。 

 a) 定められた間隔または使用前に，国際また

は国家計量標準にトレーサブルな計量標準に

照らして校正もしくは検証，またはその両方

を行う。そのような標準が存在しない場合に

は，校正または検証に用いた基準を記録する

（4.2.4 参照）。  

 b) 機器の調整をする，または必要に応じて再

調整する。 

 c) 校正の状態を明確にするために識別を行

う。  

 d) 測定した結果が無効になるような操作がで

きないようにする。 

 e) 取扱い，保守および保管において，損傷お

よび劣化しないように保護する。  

さらに，測定機器が要求事項に適合していな

いことが判明した場合には，組織は，その測定

機器でそれまでに測定した結果の妥当性を評

価し，記録する（4.2.4 参照）。組織は，その

機器，および影響を受けた業務または原子炉施

設すべてに対して，適切な処置をとる。校正お

よび検証の結果の記録を維持する(4.2.4 参

照)。 

 

 

 

 

(4) 規定要求事項にかかわる監視および測定に

コンピュータソフトウェアを使う場合には，そ

のコンピュータソフトウェアによって意図し

た監視および測定ができることを確認する。こ

の確認は，最初に使用するのに先立って実施す

る。また，必要に応じて再確認する。 

 

a) 定められた間隔又は使用前に、国際又は国

家計量標準にトレーサブルな計量標準に照

らして校正もしくは検証、又はその両方を行

う。そのような標準が存在しない場合には、

校正又は検証に用いた基準を記録する

(4.2.4 参照)。 

b) 機器の調整をする、又は必要に応じて再調

整する。 

c) 校正の状態を明確にするために識別を行

う。 

d) 測定した結果が無効になるような操作がで

きないようにする。 

e) 取扱い、保守及び保管において、損傷及び

劣化しないように保護する。 

さらに、測定機器が要求事項に適合していない

ことが判明した場合には、組織は、その測定機

器でそれまでに測定した結果の妥当性を評価

し、記録する(4.2.4 参照)。組織は、その機器、

及び影響を受けた業務又は原子炉施設すべてに

対して、適切な処置をとる。校正及び検証の結

果の記録を維持する(4.2.4 参照)。 

 

 

 

 

 

(4) 規定要求事項にかかわる監視及び測定にコ

ンピュータソフトウェアを使う場合には、そ

のコンピュータソフトウェアによって意図

した監視及び測定ができることを確認する。

この確認は、最初に使用するのに先立って実

施する。また、必要に応じて再確認する。 

 

第六章 監視測定、分析及び改善 

（監視測定、分析及び改善） 

第四十六条  発電用原子炉設置者は、次に掲げ

る業務に必要な監視測定、分析及び改善に係る

プロセスについて、計画を策定し（適用する検

査試験の方法（統計学的方法を含む。）及び当

該方法の適用の範囲の明確化を含む。）、実施

しなければならない。 

一  個別業務等要求事項への適合性を実証す

ること。 

8.評価及び改善          ［解説 8］ 

8.1 一般 

 

 

 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監

視，測定，分析及び改善のプロセスを計画し，

実施しなければならない。 

a) 業務に対する要求事項への適合を実証す

る。[解説8.1] 

8.評価および改善 

8.1 一般 

 

 

 

(1) 組織は，次の事項のために必要となる監

視，測定，分析および改善のプロセスを計画し，

実施する。 

a) 業務または原子炉施設に対する要求事項へ

の適合を実証する。  

8.評価及び改善 

8.1 一般 

 

 

 

(1) 組織は、次の事項のために必要となる監視、

測定、分析及び改善のプロセスを計画し、実

施する。 

a) 業務又は原子炉施設に対する要求事項への

適合を実証する。 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－28－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
二  品質管理監督システムの適合性を確保し、

実効性を維持すること。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確

実にする。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継

続的に改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な

方法，及びその使用の程度を決定することを含

めなければならない。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実

にする。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続

的に改善する。 

(2) これには，統計的手法を含め，適用可能な

方法，およびその使用の程度を決定することを

含める。 

 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確実

にする。 

c) 品質マネジメントシステムの有効性を継続

的に改善する。 

(2) これには、統計的手法を含め、適用可能な

方法、及びその使用の程度を決定することを

含める。 

 

（発電用原子炉施設の外部の者からの意見） 

第四十七条  発電用原子炉設置者は、品質管理

監督システムの実施状況の監視測定の一環と

して、保安の確保に対する発電用原子炉施設の

外部の者の意見を把握しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項の意見の把握

及び当該意見の反映に係る方法を明確にしな

ければならない。 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

組織は，品質マネジメントシステムの成果を含

む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を

達成しているかどうかに関して外部がどのよう

に受けとめているかについての情報を監視しな

ければならない。この情報の入手及び使用の方

法を定めなければならない。   ［解説 8.2.1］ 

 

8.2 監視および測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

組織は，品質マネジメントシステムの成果を含

む実施状況の測定の一つとして，原子力安全を

達成しているかどうかに関して外部がどのよう

に受けとめているかについての情報を監視す

る。この情報の入手および使用の方法を定める。 

8.2 監視及び測定 

8.2.1 原子力安全の達成 

組織は、品質マネジメントシステムの成果を含

む実施状況の測定の一つとして、原子力安全を

達成しているかどうかに関して外部がどのよう

に受けとめているかについての情報を監視す

る。この情報の入手及び使用の方法を定める。 

 

（内部監査） 

第四十八条  発電用原子炉設置者は、品質管理

監督システムが次に掲げる要件に適合してい

るかどうかを明確にするために、あらかじめ定

めた間隔で、客観的な評価を行う部門又は発電

用原子炉施設の外部の者による内部監査を実

施しなければならない。 

 

一  個別業務計画、この規則の規定及び当該品

質管理監督システムに係る要求事項に適合

していること。 

 

 

二  実効性のある実施及び維持がなされてい

ること。 

２  発電用原子炉設置者は、内部監査の対象と

なるプロセス、領域の状態及び重要性並びに従

前の監査の結果を考慮して、内部監査実施計画

を策定しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、内部監査の判定基

準、範囲、頻度及び方法を定めなければならな

い。 

４  発電用原子炉設置者は、内部監査を行う職

員（以下「内部監査員」という。）の選定及び

内部監査の実施においては、客観性及び公平性

を確保しなければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、内部監査員に自ら

の個別業務を内部監査させてはならない。 

６  発電用原子炉設置者は、内部監査実施計画

の策定及び実施並びに内部監査結果の報告及

び記録の管理について、その責任及び権限並び

8.2.2 内部監査 

 

 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの次の

事項が満たされているか否かを明確にするた

めに，あらかじめ定められた間隔で内部監査を

実施しなければならない。 

 

a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画

(7.1 参照)に適合しているか，この規程の要

求事項に適合しているか，及び組織が決めた

品質マネジメントシステム要求事項に適合

しているか。       [解説 8.2.2-1] 

b) 品質マネジメントシステムが効果的に実

施され，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセス及び領

域の状態及び重要性，並びにこれまでの監査結

果を考慮して，監査プログラムを策定しなけれ

ばならない。監査の基準，範囲，頻度及び方法

を規定しなければならない。監査員の選定及び

監査の実施においては，監査プロセスの客観性

及び公平性を確保しなければならない。監査員

は，自らの業務を監査してはならない。                    

[解説8.2.2-2] 

 

 

 

 

(3) 監査の計画及び実施，記録の作成及び結果

の報告に関する責任，並びに要求事項を規定す

るために，“文書化された手順”を確立しなけ

8.2.2 内部監査 

組織は，「内部品質監査要領」を定め，次の事

項を実施する。 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの次の

事項が満たされているか否かを明確にするた

めに，あらかじめ定められた間隔で，客観的な

評価を行うことができる組織が内部監査を実

施する。 

 a) 品質マネジメントシステムが，業務の計画

(7.1 参照)に適合しているか，JEAC4111 の要

求事項に適合しているか，および組織が決め

た品質マネジメントシステム要求事項に適合

しているか。 

 b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施

され，維持されているか。 

(2) 組織は，監査の対象となるプロセスおよび

領域の状態および重要性，ならびにこれまで

の監査結果を考慮して，監査プログラムを策

定する。監査の基準，範囲，頻度および方法

を規定する。監査員の選定および監査の実施

においては，監査プロセスの客観性および公

平性を確保する。監査員は，自らの業務を監

査しない。  

 

 

 

 

 

(3) 監査の計画および実施，記録の作成および

結果の報告に関する責任および権限，ならび

に要求事項を規定する。 

8.2.2 内部監査 

組織は、「内部品質監査要領」を定め、次の事

項を実施する。 

(1) 組織は、品質マネジメントシステムの次の

事項が満たされているか否かを明確にする

ために、あらかじめ定められた間隔で、客観

的な評価を行うことができる組織が内部監

査を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムが、業務の計画

(7.1 参照)に適合しているか、JEAC4111 の

要求事項に適合しているか、及び組織が決

めた品質マネジメントシステム要求事項に

適合しているか。 

b) 品質マネジメントシステムが効果的に実施

され、維持されているか。 

(2) 組織は、監査の対象となるプロセス及び領

域の状態及び重要性、並びにこれまでの監査

結果を考慮して、監査プログラムを策定す

る。監査の基準、範囲、頻度及び方法を規定

する。監査員の選定及び監査の実施において

は、監査プロセスの客観性及び公平性を確保

する。監査員は、自らの業務を監査しない。 

 

 

 

 

 

 

(3) 監査の計画及び実施、記録の作成及び結果

の報告に関する責任及び権限、並びに要求事

項を規定する。 

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－29－ 
 

品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
に要求事項を手順書の中で定めなければなら

ない。 

 

７  発電用原子炉設置者は、内部監査された領

域に責任を有する管理者に、発見された不適合

及び当該不適合の原因を除去するための措置

を遅滞なく講じさせるとともに、当該措置の検

証を行わせ、その結果を報告させなければなら

ない。 

 

ればならない。 

(4) 監査及びその結果の記録は，維持しなけれ

ばならない（4.2.4参照）。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検

出された不適合及びその原因を除去するため

に遅滞なく，必要な修正及び是正処置すべてが

とられることを確実にしなければならない。フ

ォローアップには，とられた処置の検証及び検

証結果の報告を含めなければならない(8.5.2

参照)。 

 

注記 JIS Q 19011 を参照。 

 

 

(4) 監査およびその結果の記録を維持する

(4.2.4 参照)。  

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は，検

出された不適合およびその原因を除去するた

めに遅滞なく，必要な修正および是正処置す

べてがとられることを確実にする。フォロー

アップには，とられた処置の検証および検証

結果の報告を含める(8.5.2 参照)。 

 

(4) 監査及びその結果の記録を維持する(4.2.4

参照)。 

(5) 監査された領域に責任をもつ管理者は、検

出された不適合及びその原因を除去するた

めに遅滞なく、必要な修正及び是正処置すべ

てがとられることを確実にする。フォローア

ップには、とられた処置の検証及び検証結果

の報告を含める(8.5.2 参照)。 

（プロセスの監視測定） 

第四十九条  発電用原子炉設置者は、プロセス

の監視測定を行う場合においては、当該プロセ

スの監視測定に見合う監視測定の方法を適用

しなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項の監視測定の

方法により、プロセスが第十二条第一項及び第

二十五条第一項の計画に定めた結果を得るこ

とができることを実証しなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、第十二条第一項及

び第二十五条第一項の計画に定めた結果を得

ることができない場合においては、個別業務等

要求事項の適合性を確保するために、修正及び

是正処置を適切に講じなければならない。 

 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロ

セスの監視，及び適用可能な場合に行う測定に

は，適切な方法を適用しなければならない。               

[解説8.2.3] 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの

結果を達成する能力があることを実証するも

のでなければならない。 

 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合に

は，適切に，修正及び是正処置をとらなければ

ならない。 

 

8.2.3 プロセスの監視および測定 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムのプロ

セスの監視，および適用可能な場合に行う測定

には，適切な方法を適用する。  

 

(2) これらの方法は，プロセスが計画どおりの

結果を達成する能力があることを実証するも

のとする。 

 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合に

は，適切に，修正および是正処置をとる。 

8.2.3 プロセスの監視及び測定 

(1) 組織は、品質マネジメントシステムのプロ

セスの監視、及び適用可能な場合に行う測定

には、適切な方法を適用する。 

 

(2) これらの方法は、プロセスが計画どおりの

結果を達成する能力があることを実証する

ものとする。 

 

(3) 計画どおりの結果が達成できない場合に

は、適切に、修正及び是正処置をとる。 

 

（発電用原子炉施設に対する検査試験） 

第五十条  発電用原子炉設置者は、発電用原子

炉施設が要求事項に適合していることを検証

するために、発電用原子炉施設に対して検査試

験を行わなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、前項の検査試験を、

個別業務計画及び第三十九条第一項第二号に

規定する手順書に従って、個別業務の実施に係

るプロセスの適切な段階において行わなけれ

ばならない。 

３  発電用原子炉設置者は、検査試験の適否決

定基準への適合性の証拠となる検査試験の結

果に係る記録等を作成し、これを管理しなけれ

ばならない。 

６  発電用原子炉設置者は、個別業務及び発電

用原子炉施設の重要度に応じて、検査試験を行

う者を定めなければならない。この場合におい

て、検査試験を行う者の独立性を考慮しなけれ

ばならない。 

４  発電用原子炉設置者は、プロセスの次の段

8.2.4 検査及び試験     ［解説 8.2.4-1］ 

(1) 組織は，原子力施設の要求事項が満たされ

ていることを検証するために，原子力施設を検

査及び試験しなければならない。検査及び試験

は，業務の計画(7.1参照)に従って，適切な段

階で実施しなければならない。検査及び試験の

合否判定基準への適合の証拠を維持しなけれ

ばならない（4.2.4参照）。   [解説8.2.4-2] 

 

 

 

 

 

 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定めな

ければならない。 

 

 

 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許

8.2.4 検査および試験 

(1) 組織は，原子炉施設の要求事項が満たされ

ていることを検証するために，社内規定に基づ

き，原子炉施設を検査および試験する。検査お

よび試験は，業務の計画(7.1 参照)に従って，

適切な段階で実施する。検査および試験の合否

判定基準への適合の証拠を維持する(4.2.4 参

照)。  

 

 

 

 

 

 

(2) 検査および試験要員の独立の程度を定め

る。 

 

 

 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可

8.2.4 検査及び試験 

(1) 組織は、原子炉施設の要求事項が満たされ

ていることを検証するために、社内規定に基づ

き、原子炉施設を検査及び試験する。検査及び

試験は、業務の計画(7.1 参照)に従って、適切

な段階で実施する。検査及び試験の合否判定基

準への適合の証拠を維持する(4.2.4 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 検査及び試験要員の独立の程度を定める。 

 

 

 

 

(3) リリース(次工程への引渡し)を正式に許可

 



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
階に進むことの承認を行った者を特定する記

録を作成し、これを管理しなければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、個別業務計画に基

づく検査試験を支障なく完了するまでは、プロ

セスの次の段階に進むことの承認をしてはな

らない。 

 

可した人を，記録しておかなければならない

(4.2.4参照)。  ［解説8.2.4-3］ 

(4) 業務の計画(7.1参照)で決めた検査及び試

験が完了するまでは，当該原子力施設を据え付

けたり，運転したりしてはならない。ただし，

当該の権限をもつ者が承認したときは，この限

りではない。 

 

した人を，記録する(4.2.4 参照)。 

 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査および

試験が完了するまでは，当該原子炉施設を据え

付けたり，運転したりしない。ただし，当該の

権限をもつ者が承認したときは，この限りでは

ない。 

した人を、記録する(4.2.4 参照)。 

 

(4) 業務の計画(7.1 参照)で決めた検査及び試

験が完了するまでは、当該原子炉施設を据え付

けたり、運転したりしない。ただし、当該の権

限をもつ者が承認したときは、この限りではな

い。 

（不適合の管理） 

第五十一条  発電用原子炉設置者は、要求事項

に適合しない個別業務又は発電用原子炉施設

が放置されることを防ぐよう、当該個別業務又

は発電用原子炉施設を識別し、これが管理され

ているようにしなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、不適合の処理に係

る管理及びそれに関連する責任及び権限を手

順書に定めなければならない。 

３  発電用原子炉設置者は、次に掲げる方法の

いずれかにより、不適合を処理しなければなら

ない。 

一  発見された不適合を除去するための措置

を講ずること。 

二  個別業務の実施、発電用原子炉施設の使用

又はプロセスの次の段階に進むことの承認

を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

三  本来の意図された使用又は適用ができな

いようにするための措置を講ずること。 

四  個別業務の実施後に不適合を発見した場

合においては、その不適合による影響又は起

こり得る影響に対して適切な措置を講ずる

こと。 

 

 

 

 

 

４  発電用原子炉設置者は、不適合の内容の記

録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採

用を含む。）の記録を作成し、これを管理しな

ければならない。 

５  発電用原子炉設置者は、不適合に対する修

正を行った場合においては、修正後の個別業務

等要求事項への適合性を実証するための再検

証を行わなければならない。 

 

8.3 不適合管理        ［解説 8.3-1］ 

(1) 組織は，業務に対する要求事項に適合しな

い状況が放置されることを防ぐために，それら

を識別し，管理することを確実にしなければな

らない。 

 

(2) 不適合の処理に関する管理及びそれに関

連する責任及び権限を規定するために，“文書

化された手順”を確立しなければならない。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つ又は

それ以上の方法で，不適合を処理しなければな

らない。 

a) 検出された不適合を除去するための処置

をとる。 

b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によっ

て，その使用，リリース，又は合格と判定す

ることを正式に許可する。  [解説8.3-2] 

c) 本来の意図された使用又は適用ができな

いような処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不

適合が検出された場合には，その不適合によ

る影響又は起こり得る影響に対して適切な

処置をとる。        [解説8.3-3] 

 

注記 “c)本来の意図された使用又は適用がで

きないような処置をとる”とは“廃棄すること”

を含む。 

 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項

への適合を実証するための再検証を行わなけ

ればならない。 

 

(5) 不適合の性質の記録，及び不適合に対して

とられた特別採用を含む処置の記録を維持し

なければならない(4.2.4参照)。 

 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は，業務または原子炉施設に対する要

求事項に適合しない状況が放置されることを

防ぐために，それらを識別し，管理すること

を確実にする。 

 

(2) 不適合の処理に関する管理ならびにそれに

関連する責任および権限を規定した社内規定

を定める。 

(3) 該当する場合には，組織は，次の一つまた

はそれ以上の方法で，不適合を処理する。 

 

a) 検出された不適合を除去するための処置を

とる。  

 b) 当該の権限をもつ者が，特別採用によっ

て，その使用，リリース，または合格と判定

することを正式に許可する。  

  c) 本来の意図された使用または適用ができ

ないような処置をとる。 

  d) 外部への引渡し後または業務の実施後に

不適合が検出された場合には，その不適合に

よる影響または起こり得る影響に対して適

切な処置をとる。 

 

 

 

 

 

(4) 不適合に修正を施した場合には，要求事項

への適合を実証するための再検証を行う。 

 

 

(5) 不適合の性質の記録，および不適合に対し

てとられた特別採用を含む処置の記録を維持

する(4.2.4 参照)。 

 

(6) 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観

点から，公開基準を「品質保証基準」に定め，

該当する不適合を，公開のデータベースであ

る「ニューシア」に登録する。 

8.3 不適合管理 

(1) 組織は、業務又は原子炉施設に対する要求

事項に適合しない状況が放置されることを防

ぐために、それらを識別し、管理することを

確実にする。 

 

(2) 不適合の処理に関する管理並びにそれに関

連する責任及び権限を規定した社内規定を定

める。 

(3) 該当する場合には、組織は、次の一つ又は

それ以上の方法で、不適合を処理する。 

 

a) 検出された不適合を除去するための処置を

とる。  

b) 当該の権限をもつ者が、特別採用によって、

その使用、リリース、又は合格と判定するこ

とを正式に許可する。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができない

ような処置をとる。 

d) 外部への引渡し後又は業務の実施後に不適

合が検出された場合には、その不適合による

影響又は起こり得る影響に対して適切な処置

をとる。 

 

 

 

 

 

(4) 不適合に修正を施した場合には、要求事項

への適合を実証するための再検証を行う。 

 

 

(5) 不適合の性質の記録、及び不適合に対して

とられた特別採用を含む処置の記録を維持す

る(4.2.4 参照)。 

 

(6) 組織は、原子炉施設の保安の向上を図る観

点から、公開基準を「品質保証基準」に定め、

該当する不適合を、公開のデータベースであ

る「ニューシア」に登録する。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
（データの分析） 

第五十二条  発電用原子炉設置者は、品質管理

監督システムが適切かつ実効性のあるもので

あることを実証するため、及びその品質管理監

督システムの実効性の改善の余地を評価する

ために、適切なデータ（監視測定の結果から得

られたデータ及びそれ以外の関連情報源から

のデータを含む。）を明確にし、収集し、及び

分析しなければならない。 

 

２  発電用原子炉設置者は、前項のデータの分

析により、次に掲げる事項に係る情報を得なけ

ればならない。 

一  第四十七条第二項の規定による方法によ

り収集する発電用原子炉施設の外部の者か

らの意見 

二  個別業務等要求事項への適合性 

 

三  プロセス、発電用原子炉施設の特性及び傾

向（予防処置を行う端緒となるものを含む。） 

 

四  調達物品等の供給者の供給能力 

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切

性及び有効性を実証するため，また，品質マネ

ジメントシステムの有効性の継続的な改善の

可能性を評価するために適切なデータを明確

にし，それらのデータを収集し，分析しなけれ

ばならない。この中には，監視及び測定の結果

から得られたデータ並びにそれ以外の該当す

る情報源からのデータを含めなければならな

い。 

(2) データの分析によって，次の事項に関連す

る情報を提供しなければならない。             

［解説8.4-1］ 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けと

め方(8.2.1参照) 

 

b) 業務に対する要求事項への適合(8.2.3及

び8.2.4参照)        [解説8.4-2] 

c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセ

ス及び原子力施設の，特性及び傾向(8.2.3及

び8.2.4参照) 

d) 供給者の能力（7.4参照） 

 

注記 データの分析には，中長期的な視点（10

年程度の間隔）に立脚して行われる「原子炉

施設の定期的な評価(PSR)」も含まれる。               

［解説 8.4-3］ 

8.4 データの分析 

(1) 組織は，品質マネジメントシステムの適切

性および有効性を実証するため，また，品質

マネジメントシステムの有効性の継続的な改

善の可能性を評価するために，適切なデータ

を明確にし，それらのデータを収集し，分析

する。この中には，監視および測定の結果か

ら得られたデータならびにそれ以外の該当す

る情報源からのデータを含める。 

 

(2) データの分析によって，次の事項に関連す

る情報を提供する。 

 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ

方(8.2.1 参照) 

 

 b) 業務または原子炉施設に対する要求事項

への適合(8.2.3 および 8.2.4 参照) 

 c) 予防処置の機会を得ることを含む，プロセ

スおよび原子炉施設の，特性および傾向

(8.2.3 および 8.2.4 参照)  

d) 供給者の能力(7.4 参照) 

8.4 データの分析 

(1) 組織は、品質マネジメントシステムの適切

性及び有効性を実証するため、また、品質マ

ネジメントシステムの有効性の継続的な改善

の可能性を評価するために、適切なデータを

明確にし、それらのデータを収集し、分析す

る。この中には、監視及び測定の結果から得

られたデータ並びにそれ以外の該当する情報

源からのデータを含める。 

 

(2) データの分析によって、次の事項に関連す

る情報を提供する。 

 

a) 原子力安全の達成に関する外部の受けとめ

方(8.2.1 参照) 

 

b) 業務又は原子炉施設に対する要求事項への

適合(8.2.3 及び 8.2.4 参照) 

c) 予防処置の機会を得ることを含む、プロセス

及び原子炉施設の、特性及び傾向(8.2.3 及び

8.2.4 参照) 

d) 供給者の能力(7.4 参照) 

 

（改善） 

第五十三条 発電用原子炉設置者は、その品質

方針、品質目標、内部監査の結果、データの分

析、是正処置、予防処置及び経営責任者照査の

活用を通じて、品質管理監督システムの妥当性

及び実効性を維持するために変更が必要な事

項を全て明らかにするとともに、当該変更を実

施しなければならない。 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，デー

タの分析，是正処置，予防処置及びマネジメン

トレビューを通じて，品質マネジメントシステ

ムの有効性を継続的に改善しなければならな

い。 

 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は，品質方針，品質目標，監査結果，デー

タの分析，是正処置，予防処置およびマネジメ

ントレビューを通じて，品質マネジメントシス

テムの有効性を継続的に改善する。 

8.5 改善 

8.5.1 継続的改善 

組織は、品質方針、品質目標、監査結果、デー

タの分析、是正処置、予防処置及びマネジメン

トレビューを通じて、品質マネジメントシステ

ムの有効性を継続的に改善する。 

 

（是正処置） 

第五十四条  発電用原子炉設置者は、発見され

た不適合による影響に照らし、適切な是正処置

を講じなければならない。この場合において、

原子力の安全に影響を及ぼすものについては、

発生した根本的な原因を究明するために行う

分析（以下「根本原因分析」という。）を、手

順を確立した上で、行わなければならない。 

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる要求事

項を規定した是正処置手順書を作成しなけれ

ばならない。 

 

8.5.2 是正処置 

 

(1) 組織は，再発防止のため，不適合の原因を

除去する処置をとらなければならない。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響

に応じたものでなければならない。 

 

 

(3) 次の事項に関する要求事項（附属書「根本

原因分析に関する要求事項」を含む。）を規定

するために，“文書化された手順”を確立しな

ければならない。      [解説8.5.2-1] 

8.5.2 是正処置 

組織は，社内規定を定め，次の事項を実施する。 

(1) 組織は，再発防止のため，不適合の原因を

除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は，検出された不適合のもつ影響

に応じたものとする。  

 

 

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属

書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）

を規定する。  

 

8.5.2 是正処置 

組織は、社内規定を定め、次の事項を実施する。 

(1) 組織は、再発防止のため、不適合の原因を

除去する処置をとる。 

(2) 是正処置は、検出された不適合のもつ影響

に応じたものとする。 

 

 

(3) 次の事項に関する要求事項(JEAC4111 附属

書「根本原因分析に関する要求事項」を含

む。)を規定する。 
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品証技術基準規則 

（平成 25年 7月 8日施行） 

原子力発電所における安全のための 

品質保証規程 JEAC4111-2009 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 
一  不適合の照査 

二  不適合の原因の明確化 

三  不適合が再発しないことを確保するため

の措置の必要性の評価 

四  所要の是正処置（文書の更新を含む。）の

明確化及び実施 

五  是正処置に関し調査を行った場合におい

ては、その結果及び当該結果に基づき講じた

是正処置の結果の記録 

六  講じた是正処置及びその実効性について

の照査 

a) 不適合の内容確認    [解説 8.5.2-2] 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処

置の必要性の評価  

d) 必要な処置の決定及び実施 

 

e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

 

 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

注記 f)における“とった是正処置”とは，a)

～e)のことである。 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置

の必要性の評価 

d) 必要な処置の決定および実施 

  

e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

  

 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の特定 

c) 不適合の再発防止を確実にするための処置

の必要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

 

e) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

 

 

f) とった是正処置の有効性のレビュー 

（予防処置） 

第五十五条  発電用原子炉設置者は、起こり得

る問題の影響に照らし、適切な予防処置を明確

にして、これを講じなければならない。この場

合において、自らの発電用原子炉施設における

保安活動の実施によって得られた知見のみな

らず他の施設から得られた知見を適切に反映

しなければならない。 

 

２  発電用原子炉設置者は、次に掲げる要求事

項（根本原因分析に係る要求事項を含む。）を

定めた予防処置手順書を作成しなければなら

ない。 

 

 

一  起こり得る不適合及びその原因の明確化 

二  予防処置の必要性の評価 

 

三  所要の予防処置の明確化及び実施 

四  予防処置に関し調査を行った場合におい

ては、その結果及び当該結果に基づき講じ

た予防処置の結果の記録 

五  講じた予防処置及びその実効性について

の照査 

8.5.3 予防処置 

 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生すること

を防止するために，保安活動の実施によって得

られた知見及び他の施設から得られた知見の

活用を含め，その原因を除去する処置を決めな

ければならない。       [解説8.5.3-1] 

 

 

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じ

たものでなければならない。 

(3) 次の事項に関する要求事項（附属書「根本

原因分析に関する要求事項」を含む。）を規定

するために，“文書化された手順”を確立しな

ければならない。     ［解説8.5.3-2］ 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必

要性の評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

 

 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

 

注記１ (1)における“活用”には，保安活動の

実施によって得られた知見を他の組織と共有

することも含まれる。 

[解説 8.5.3-3] 

注記２ e)における“とった予防処置”とは，

a)～d)のことである。 

 

8.5.3 予防処置 

組織は，社内規定を定め，次の事項を実施する。 

(1) 組織は，起こり得る不適合が発生すること

を防止するために，保安活動の実施によって

得られた知見（良好事例を含む。）および他

の施設から得られた知見（ＰＷＲ事業者連絡

会で取り扱う技術情報およびニューシア登

録情報を含む。）の活用を含め，その原因を

除去する処置を決める。  

(2) 予防処置は，起こり得る問題の影響に応じ

たものとする。  

(3) 次の事項に関する要求事項（JEAC4111 附属

書「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）

を規定する。  

 

 a) 起こり得る不適合およびその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必

要性の評価 

c) 必要な処置の決定および実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

   

 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 

8.5.3 予防処置 

組織は、社内規定を定め、次の事項を実施する。 

(1) 組織は、起こり得る不適合が発生すること

を防止するために、保安活動の実施によって

得られた知見（良好事例を含む。）及び他の

施設から得られた知見(ＰＷＲ事業者連絡会

で取り扱う技術情報及びニューシア登録情

報を含む。)の活用を含め、その原因を除去

する処置を決める。 

(2) 予防処置は、起こり得る問題の影響に応じ

たものとする。 

(3) 次の事項に関する要求事項(JEAC4111 附属 

書「根本原因分析に関する要求事項」を含

む。)を規定する。 

 

a) 起こり得る不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必 

要性の評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録(4.2.4 参照) 

 

 

e) とった予防処置の有効性のレビュー 
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保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 品質マネジメントシステム文書体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 品質マネジメントシステム文書体系図 

 

 

 

  

  

  

4.2.1  c) 及び d) の文書 

（一次文書を除く。）   

4.2.1  c) 及び d) の記録   

一次文書   

二次文書   

三次文書   

記 録   

上記以外   

本品質保証計画   

品質保証規程   

品質保証基準   

  

  

  

  

4.2.1  c) および d) の文書 

（一次文書を除く。）   

4.2.1  c) および d) の記録   

一次文書   

二次文書   

三次文書   

記 録   

上記以外   

本品質保証計画   

品質保証規程   

品質保証基準   
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保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・表題については、保安規定特有

の記載であるため、本申請書に

は記載していない。 
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質
保

証
規

程
社

長
－

－

6
.
2

人
的

資
源

ｄ
）

品
質

保
証

規
程

 
(
4
,
5
)

社
長

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
原

子
力

部
長

 
(
4
,
5
,
8
,
8
の

2
,
9
,
9
の

2
)

原
子

炉
施

設
の

定
期

的
な

評
価

お
よ

び
高

経
年

化
対

策
検

討
要

領
原

子
力

部
長

 
(
1
0
,
1
1
9
の

3
)

定
期

安
全

レ
ビ

ュ
ー

(
最

新
の

技
術

的
知

見
の

反
映

評
価

)
標

準
 
(
1
0
)

原
子

力
部

長

高
経

年
化

対
策

検
討

標
準

 
(
1
1
9
の

3
)

原
子

力
部

長

新
知

見
情

報
等

の
収

集
及

び
分

析
・

評
価

標
準

 
(
1
7
の

3
)

原
子

力
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
原

子
燃

料
部

長

保
修

訓
練

内
規

原
子

力
保

安
研

修
所

長

運
転

訓
練

内
規

原
子

力
保

安
研

修
所

長

定
期

安
全

レ
ビ

ュ
ー

(
確

率
論

的
安

全
評

価
)
内

規
 
(
1
0
)

原
子

力
保

安
研

修
所

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

教
育

訓
練

内
規

 
(
1
3
0
,
1
3
1
)

発
電

所
長

品
質

保
証

規
程

 
(
4
,
5
)

社
長

内
部

品
質

監
査

要
領

考
査

室
原

子
力

監
査

担
当

部
長

6
.
3

原
子

炉
施

設
お

よ
び

イ
ン

フ
ラ

ｄ
）

品
質

保
証

規
程

(
2
の

2
,
2
の

3
)

社
長

ス
ト

ラ
ク

チ
ャ

ー
品

質
保

証
基

準
 

原
子

力
本

部
長

運
転

総
括

内
規

発
電

所
長

6
.
4

作
業

環
境

ｄ
）

(
2
の

2
,
2
の

3
,
1
1
9
,
1
3
3
)

(
1
2
～

1
7
の

8
,
1
8
の

2
～

9
2
,
9
6
,
9
9
～

1
0
1
,
1
2
2
,
1
2
5
,
1
2
8
,
1
3
0
～

1
3
3
)

7
.
1

業
務

の
計

画
ｄ

）
燃

料
管

理
内

規
 
(
3
3
,
4
0
,
6
9
,
7
1
,
7
2
の

2
,
7
2
の

3
,
7
4
,
7
7
,
7
9
～

8
4
,
9
3
～

9
8
)
 

発
電

所
長

7
.
2

業
務

ま
た

は
原

子
炉

施
設

に
対

す
ｄ

）
炉

心
管

理
内

規
 
(
1
9
～

2
6
,
2
8
～

3
4
,
4
9
)

発
電

所
長

る
要

求
事

項
に

関
す

る
プ

ロ
セ

ス
放

射
線

管
理

総
括

内
規

発
電

所
長

7
.
5

業
務

の
実

施
ｄ

）
 
(
1
3
,
1
6
,
1
7
,
1
7
の

3
,
1
7
の

7
,
8
4
,
9
9
～

1
0
2
,
1
0
4
～

1
1
7
,
1
1
9
)

7
.
6

監
視

機
器

お
よ

び
測

定
機

器
ｄ

）
保

守
内

規
 
(
1
3
,
1
6
,
2
2
,
2
4
,
3
3
,
3
5
,
4
3
～

4
8
,
5
1
,
5
5
,
5
6
,
5
8
,
6
0
～

6
3
,
6
9
,

発
電

所
長

の
管

理
 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
7
0
,
7
5
,
8
4
,
1
1
9
)

8
.
2
.
3

プ
ロ

セ
ス

の
監

視
お

よ
び

ｄ
）

工
事

管
理

内
規

 
(
1
1
9
)

発
電

所
長

測
定

化
学

管
理

総
括

内
規

 
(
1
8
,
4
7
)

発
電

所
長

防
災

計
画

(
原

子
力

災
害

編
)
 
(
1
2
0
～

1
2
9
,
1
3
3
)

発
電

所
長

火
災

防
護

計
画

 
(
1
7
,
1
7
の

7
)

発
電

所
長

緊
急

時
対

応
内

規
 
(
1
7
の

4
～

1
7
の

6
,
1
7
の

8
)

発
電

所
長

自
然

災
害

対
応

内
規

 
(
1
7
の

3
,
1
7
の

7
)

発
電

所
長

溢
水

対
応

内
規

 
(
1
7
の

2
)

発
電

所
長

7
.
3

設
計

・
開

発
ｄ

）
品

質
保

証
基

準
原

子
力

本
部

長
設

計
／

調
達

管
理

標
準

原
子

力
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
原

子
燃

料
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

設
計

管
理

内
規

発
電

所
長

３
条

の
要

求
事

項
３

条
4
.
2
.
1

の
分

類

社
内

規
定

－
－

表
１
つ
づ
き

 

一
次

文
書

制
定

者
二

次
文

書
制

定
者

5.
6

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

レ
ビ

ュ
ー

ｄ
）

品
質

保
証

規
程

社
長

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

品
質

保
証

規
程

社
長

内
部

品
質

監
査

要
領

考
査

室
原

子
力

監
査

担
当

部
長

6.
1

資
源

の
提

供
ｄ

）
品

質
保

証
規

程
社

長
－

－

6.
2

人
的

資
源

ｄ
）

品
質

保
証

規
程

 
社

長

品
質

保
証

基
準

 
原

子
力

本
部

長
設

計
／

調
達

管
理

標
準

原
子

力
部

長

原
子

炉
施

設
の

定
期

的
な

評
価

お
よ

び
高

経
年

化
対

策
検

討
要

領
原

子
力

部
長

定
期

安
全

レ
ビ

ュ
ー

(最
新

の
技

術
的

知
見

の
反

映
評

価
)標

準
 

原
子

力
部

長

高
経

年
化

対
策

検
討

標
準

 
原

子
力

部
長

新
知

見
情

報
等

の
収

集
及

び
分

析
・

評
価

標
準

原
子

力
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
原

子
燃

料
部

長

保
修

訓
練

内
規

原
子

力
保

安
研

修
所

長

運
転

訓
練

内
規

原
子

力
保

安
研

修
所

長

定
期

安
全

レ
ビ

ュ
ー

(確
率

論
的

安
全

評
価

)内
規

 
原

子
力

保
安

研
修

所
長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
(原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

教
育

訓
練

内
規

発
電

所
長

品
質

保
証

規
程

 
社

長
内

部
品

質
監

査
要

領
考

査
室

原
子

力
監

査
担

当
部

長

6.
3

原
子

力
施

設
お

よ
び

イ
ン

フ
ラ

ｄ
）

品
質

保
証

規
程

社
長

ス
ト

ラ
ク

チ
ャ

ー
品

質
保

証
基

準
 

原
子

力
本

部
長

運
転

総
括

内
規

発
電

所
長

6.
4

作
業

環
境

ｄ
）

燃
料

管
理

内
規

 
発

電
所

長

7.
1

業
務

の
計

画
ｄ

）
炉

心
管

理
内

規
発

電
所

長

7.
2

業
務

ま
た

は
原

子
力

施
設

に
対

す
ｄ

）
放

射
線

管
理

総
括

内
規

 
発

電
所

長

る
要

求
事

項
に

関
す

る
プ

ロ
セ

ス
保

守
内

規
発

電
所

長

7.
5

業
務

の
実

施
ｄ

）
工

事
管

理
内

規
 

発
電

所
長

7.
6

監
視

機
器

お
よ

び
測

定
機

器
ｄ

）
化

学
管

理
総

括
内

規
発

電
所

長

の
管

理
防

災
計

画
(原

子
力

災
害

編
) 

発
電

所
長

8.
2.

3
プ

ロ
セ

ス
の

監
視

お
よ

び
ｄ

）
火

災
防

護
計

画
発

電
所

長

測
定

緊
急

時
対

応
内

規
発

電
所

長

自
然

災
害

対
応

内
規

発
電

所
長

溢
水

対
応

内
規

発
電

所
長

7.
3

設
計

・
開

発
ｄ

）
品

質
保

証
基

準
原

子
力

本
部

長
設

計
／

調
達

管
理

標
準

原
子

力
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
原

子
燃

料
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標

準
(原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

設
計

管
理

内
規

発
電

所
長

要
求

事
項

4.
2.

1
の

分
類

社
内

規
定

－
－



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－36－ 
 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出書

の品質保証計画との相違点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

表
１
つ
づ
き

 

一
次
文
書

(
３

条
以

外
の
関

連
条
文

)
制
定
者

二
次
文
書

(
３

条
以

外
の
関

連
条
文

)
制
定
者

7.
4

調
達

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(原

子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

調
達
管
理
内
規

発
電
所
長

8.
1

一
般

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

8.
2.
1

原
子
力
安
全
の
達
成

ｄ
）

8.
4

デ
ー
タ
の
分
析

ｄ
）

8.
5.
1

継
続
的
改
善

ｄ
）

8.
2.
2

内
部
監
査

ｃ
）

品
質
保
証
規
程

社
長

内
部
品
質
監
査
要
領

考
査
室
原
子
力
監
査
担
当
部
長

8.
2.
3

プ
ロ
セ
ス
の
監
視
お
よ
び

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

原
子
炉
施
設
の
定
期
的
な
評
価
お
よ
び
高
経
年
化
対
策
検
討
要
領

原
子
力
部
長

測
定

 (
10
,1
19
の
3)

 (
10
,1
19
の
3)

定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー
(最

新
の
技
術
的
知
見
の
反
映
評
価
)標

準
 (
1
0)

原
子
力
部
長

高
経
年
化
対
策
検
討
標
準
 (
11
9
の
3)

原
子
力
部
長

新
知
見
情
報
等
の
収
集
及
び
分
析
・
評
価
標
準
 (
17
の
3
)

原
子
力
部
長

定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー
(確

率
論
的
安
全
評
価
)内

規
 (
1
0)

原
子
力
保
安
研
修
所
長

定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー
(保

安
活
動
の
実
施
状
況
の
評
価
)内

規
 (
1
0)

発
電
所
長

8.
2.
4

検
査
お
よ
び
試
験

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

検
査
お
よ
び
試
験
管
理
内
規
（
11
9の

2)
発
電
所
長

8.
3

不
適
合
管
理

ｃ
）

品
質

保
証

基
準
 
(
1
3
3)

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

異
常
時
措
置
連
絡
要
領
 (
13
3
)

原
子
力
部
長

非
常
事
態
対
策
要
領
 (
13
3
)

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(原

子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8.
5.
2

是
正
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(原

子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8.
5.
3

予
防
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(原

子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

予
防
処
置
管
理
内
規

発
電
所
長

３
条
の
要
求
事
項

３
条

4.
2.
1

の
分
類

社
内
規
定

－
－

表
１
つ
づ
き

 

一
次
文
書

制
定
者

二
次
文
書

制
定
者

7
.
4

調
達

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

調
達
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
1

一
般

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

8
.
2
.
1

原
子
力
安
全
の
達
成

ｄ
）

8
.
4

デ
ー
タ
の
分
析

ｄ
）

8
.
5
.
1

継
続
的
改
善

ｄ
）

8
.
2
.
2

内
部
監
査

ｃ
）

品
質
保
証
規
程

社
長

内
部
品
質
監
査
要
領

考
査
室
原
子
力
監
査
担
当
部
長

8
.
2
.
3

プ
ロ
セ
ス
の
監
視
お
よ
び

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

原
子
炉
施
設
の
定
期
的
な
評
価
お
よ
び
高
経

年
化
対
策
検
討
要
領

原
子
力
部
長

測
定

定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー
(
最
新
の
技
術
的
知
見

の
反
映
評
価
)
標
準
 

原
子
力
部
長

高
経
年
化
対
策
検
討
標
準

原
子
力
部
長

新
知
見
情
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集
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析
・
評
価
標

準
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子
力
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長
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期
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全
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ー
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率
論
的
安
全
評
価

)
内
規
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子
力
保
安
研
修
所
長

定
期
安
全
レ
ビ
ュ
ー
(
保
安
活
動
の
実
施
状

況
の
評
価
)
内
規
 

発
電
所
長

8
.
2
.
4
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査
お
よ
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試
験

ｄ
）

品
質
保
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基
準

原
子
力
本
部
長

検
査
お
よ
び
試
験
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
3

不
適
合
管
理

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

異
常
時
措
置
連
絡
要
領
 

原
子
力
部
長

非
常
事
態
対
策
要
領
 

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
5
.
2

是
正
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
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調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
5
.
3

予
防
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

予
防
処
置
管
理
内
規

発
電
所
長

要
求
事
項

4
.
2
.
1

の
分
類

社
内
規
定

－
－



表３ 品証技術基準規則等と工事計画届出書の品質保証計画との対比表 
 

－37－ 
 

保安規定第 3条 品質保証計画 

（平成 29年 2月 10 日認可） 
工事計画届出書の品質保証計画 

保安規定第3条と工事計画届出

書の品質保証計画との相違点 
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